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序章 家計による非営利情動の計量分析方法について

研究の現状

 1985年の生活経済学会の発足、1992年の文化経済学会＜日本＞、さらに1998年には日

本NPO学会と日本ボランティア学会の発足と、家計の非営利活動に関連した研究分野の

学会がここ20年の間に次々と設立されてきた。特に日本NPO学会や日本ボランティア学

会の会員には研究者だけでなく実際にそれぞれの活動に携わっている個人も参加してい

るが、研究者に限ってみても、その接近方法は経済学だけでなく社会学やその他の分野と、

多岐にわたっているのが現状である。例えば2000年に発行された日本NPo学会の会員名

簿（日本NPO学会（2000））によれば2000年2月末の会員681人の内、関心のテーマにフ

ィランソロピーを挙げている者が250人ボランティアを挙げている者が273人市民参加

を挙げている者が347人となっているが、研究のアプローチを経済学とするものは263人

で、経営学（256人）や社会学（387人）によるアプローチを取る者もかなり多い．また全体に

占める大学教員の割合は25％となっており、ある程度の研究者がいることを予想させるが、

会則こ過半教には達していない。もちろん、経済学の学会である生活経済学会は、ホーム

ページによると会員1000名を超える学会であり、文化経済学会〈日本＞も640名余とな

っている1。しかしながら、これらの学会会員の関心は、家計の非営利活動以外の分野が大

半を占めることが予想される。

 このような学会の現状から判断すると、家計の非営利活動に関心を持っ研究者は、非常

に多いわけではないがある程度の数の研究者がいると考えてもよさそうであるが、これら

の研究者の中で、計量分析に関心のある研究者は、経済学や一部の社会学によるアプロー

チを取る研究者に限られてくるであろう。発表された論文をサーヴェイすると、家計の非

営利活動に関連する計量分析を行った論文は、ボランティア活動や寄付活動に関して高野

（1996）、野呂（1993）、山内（1997）があり、生活協同組合に関連したものとして近本（1gg6）や

シュタインホフ（1991）が見つかる程度である。この数は・研究者が少ないことは予想され

るが、それ以上に少なく、ほとんど計量的な分析は行われていないと判断しても良いので

はないだろうか2。

問題の所在と対応

一般的に、計量的な分析が進まない理由としては、以下の3つのような原因が考えられ
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るであろう。第1は、研究者の多くが計量的な分析に関して訓練を受けておらず分析その

ものを行うことが困難であったり、研究看の関心が計量的な分析にはなく、他の、例えば

政策的な問題に向かっている、と言った研究者サイドの要因によるものである。原因の第

2は、具体的に計量分析をするに当たって分析の対象となる統計が整備されておらず、分

析を行うためには大きなコストがかかる調査を研究者本人が行わなければならない、とい

ったデータに関する問題である。第3の原因は、特に経済学の立場から計量分析を行うた

めには、主体（家計）の行動規範に関する理論的な仮定に基づいた検証すべき仮説や理論

的な予測が充分検討されておらず、計量分析を行うに至らない、という理論面での問題で

ある。

 個々の原因を詳細に検討すると、第1の問題に関しては、どれくらいの研究者が計量分

析の訓練を受けているのかと言った点を知ることは難しいが、多くの社会科学系の研究者

であればある程度の統計的な訓練を受けているのではないだろうか。研究者の関心につい

ては、例えばNPO学会の会員を見ても分かるように、研究者の中にも実際に非営利活動

を行っている者が多いことが予想され、その関心は活動の普及や組織経営、あるいは政府

の政策に関連する問題に偏る傾向があるのかもしれない．また、李（2002）の研究にもあるよ

うに、例えばNPo活動が盛んであるか否かに関しては、その地域の社会経済的な要因を

統計的に分析するのではなく、具体的なキー・パーソンがどのような役割を担ったのかと

いったケース・スタディが重要なのかもしれない3．このような理由から、計量分析がほと

んど行われていないことは充分考えられる．しかしながら、このことは計量分析が必要で

ないことを意味するものでない。特にケース・スタディにおいては失敗事例が研究される

ことは多くなく、非営利の活動が成功するかどうかについてはその地域の社会経済的な要

因が大きく影響を与えている可能性も考えられる。たとえば、キー・パーソンがいてもその

地域において潜在的な活動への参加者が充分いなかったため活動が失敗ないしは停滞し

ている場合には、社会経済的な要因の与える影響を統計的に分析する必要があるのではな

いだろうか．実際に非営利活動を始める場合においても、キー・パーソンさえいればNpo

活動は何とかなると考えるのは、例えばNPO法人の認証のようにノウ・ハウが普及して

いる段階では、そのように判断しても良いかもしれないが、ある程度の活動が成熟した段

階では、統計的に潜在的参加者を予測することの重要性が増してくると思われる。

 第2の問題に関しては、因子分析等の多変量解析の手法を用いて分析を行うには野呂

（1993）のように、実際に研究者が社会調査（アンケート調査など）を行うことが必要とな
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ってくる．このようなタイプの研究を行うには、郵送調査ならば郵送等にかかる金銭的な

費用、訪間調査ならば調査員に関するマン・パワーといった、多大な費用がかかる。この

問題を解決するためには、各研究看が科学研究費補助金等の研究費を調達する必要があり、

多くの研究者がこの方法を取れるとは限らない．しかしながら、近年では、インターネッ

トによる調査などの、技術的な問題は残るものの、比較的簡単にかつ低コストで調査が出

来るようになって来ている。今後、このような方法で分析が進むのではないだろうか．ま

た、都道府県単位といったある程度集計されたデタを用いるのであれば、国が行ってい

る『社会生活基本調査』や『国勢調査』、NHK放送文化研究所による『全国県民意識調査』

など利用可能であろう．統計数理研究所の『日本人の国民性調査』や電通総研の『世界価

値観調査』なども、非営利活動に関連した家計の考え方などを知る上では情報を提供して

くれる統計調査であろう．この他にも、多くの組織や団体によって各種のアンケート調査

が行われており公表されている4．アンケートの個票を用いた分析ほどの精級なものは出来

ないかもしれないが、これらの一般に入手可能な統計を用いた計量分析も行われるべきで

あり、集計されたデ タによってどこまで分析が可能であり、どのような限界があるのか

について明らかにされる必要があろう5．

 第3の問題に関しでは経済学の枠組みの中で家計の非営利活動を分析するに当たって

経済主体の効用関数に導入される仮定に戻って考えるべきであろう．家計が自発的に非営

利活動を行うためには、効用関数に直接又は間接的に他人の効用水準や所得水準が入って

くるという仮定を導入する必要がある6．また、非営利活動によって公共財が生産されると

いう仮定を導入することによって、自発的に寄付等の活動を行うという設定も可能である

7．計量分析においては、このような仮定に基づいて導出された家計の非営利活動に対する

供給関数や需要関数を推計することになるが、実際には効用関数に導入された他人の効用

水準や消費水準の代理変数を用いなければ観測されたデーターをもとに計量分析を行うこ

とは不可能である．しかしながら、現実には、理論分析において用いられた変数を代理する

変数を見つけることは難しく、理論分析に厳密に対応した計量分析が出来ないのが現状で

ある8．この問題に関しては、計量分析を行う研究者狐理論分析に対応したモデルを開発す

ることが今後の大きな課題であるが、家計による非営利活動と様々な社会経済変数の関係

について簡単な統計モデルを用いて分析することも、今後のモデルを開発の一つの資料と

して、モデルが開発されるまでの家計行動の予測や分析のための現実的な手段として、あ

る程度意味のあるものと考えられる。もちろん、厳密な理論分析との対応なしに統計的関



係を推計ため、ある程度のアド・ホックな仮定が分析に導入されることもやむをえないで

あろう。

計量分析の方法

 通常の計量分析において最も多く用いられるのは線形回帰分析である。この分析手法は、

変数間に線形の関係を仮定した単純なモデルであり推計が比較的簡単であるという利点

を持っていると同時に、被説明変数が説明変数によって説明される、言いかえれば説明変

数と被説明変数が原因と結果と言う因果関係を暗に仮定したモデルとなっている。すなわ

ち分析者は、説明変数の変化が被説明変数に対して変化をもたらすと言う仮定をインプリ

シットにおいた分析を行っている手法でもある。

 実際にこの分析手法を使って分析を行うと、しばしばデータの性質上さまざまな問題が

生じてくる。例えば、複数の行動方程式を同時に推計する場合には、1本ずつ推計すべき

なのかそれとも同時に推計すべきなのかと言った問題9や、被説明変数の取り得る値に関し

て制約が掛かっている場合に、単純に線形のモデルを用いて良いのかと言った問題が生じ

る。特に後者の問題に関しては、被説明変数がゼロとイチの間の値しか取らない場合10，

1，2，3などの比較的小さな整数値しか取らない場合11、ゼロないし正の値しかとらな

い場合12などがあり、それぞれの場合に対応したモデルを用いた分析を行う必要がある。

 分析に用いるモデルと同時に問題となるのは、説明変数にどのような社会経済変数を用

いるのかと言った問題である。家計の行動を分析するのであるから、家計の社会経済的な

層性、例えば世帯大貫などの家族属性や所得や資産と言った経済的な要因が行動に影響を

与えていることが充分考えられる。同時に、経済学的な見地からはこれらの要因に加え需

要や供給と言った行動を分析する場合には、価格ないしは機会費用に当たる変数も考慮す

べきであろう。さらに、非営利活動という活動の性質からいって家計の政治に関する趣向

と言ったものも考慮すべきかもしれない。

 モデルと説明変数の候補が決まれば、次に実際の推計に入るわけであるが、通常全ての

説明変数の候補を用いて分析を行った場合、統計的に見て有意でない係数が推計される説

明変数が複数生じる。統計学的には、被説明変数に影響を与えていないモデルにとって不

要な変数を含めた推計は、推計された係数の分散（あるいは標準誤差）が、不要な変数を

含まない推計に比べ大きくなり、効率的でなくなるという問題が生じる。この問題は、特

に非線形のモデルを推計する場合には、推計された係数のt値に基づくワルド型の検定が
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うまくワークしないといった問題との関係から注意が必要である．全ての説明変数の候補

を用いた推計結果から、どの社会経済変数が被説明変数に影響を与えているのかについて

誤った判断を下すことになる13。この問題について、一つの対処方法は、モデル選択の基

準を導入して説明変数の候補の中から基準に照らして最も望ましい説明変数を選択し、選

択されたモデルに基づいて変数が選択されたか否か、推計された係数が統計的に有意であ

るかどうかを検討するという方法が考えられる。

 上記のような、手順に基づく計量分析は、一般に厳密な理論との対応関係がなくある程

度アド・ホックな分析が避けられない場合において、説明変数から被説明変数への因果関

係を明示的に取り扱う分析手法としては、家計の非営利活動に限らず有効なものであると

考えられる。

注

1生活経済学会のホーム・ぺ一ジは、htt：w榊soαniMα’she2、文化経済学会く日
本＞は、h血：ww．’ace．．’、日本NpO学会は、h血：osi－osaka－u．ac一’’m r、日

本ボランティア学会は、h：o o．0L’v  ’、となっている。（2003年5月10日現
在）

2海外においては、寄付についてはVic胞ey（1962）以来、近年のSchokkae舳nd

Ootegem（2000）まで、いくつかの研究が行われている。ボランティアについても、

S㎞血（1994）などの研究がある狐わが国の現状に比べて非常に多いというわけではな
い。

3キー・パーソンの重要性については、NPo活動や町おこしのような活動に関しても
町田（2000）や関（2002）にも指摘がある．

4寄付に関して日本赤十字社による赤い羽根募金の金額などのある．

5個票の利用ということに関して言えば、大学等の研究者であれば、指定統計である

r社会生活基本調査』などの個稟を、学術的研究を目的として利用するということも

可能であると考えられる．しかしながら、実際に個票を利用するためには、利用の必要

性や研究者の守秘義務の問題など多くの制約が掛かっており、申請作業も煩雑なもの

となっている．

6Soo統（1972）やBecker（1974）によって始められた仮定である。最近では、Haエbau出（1gg8）

のように、寄付によって名声が得られ効用が高まると言った仮定も用いられるように

なっている。

7Aodreo血（1989）などが、このような仮定を導入して分析を行っている。

8海外において、いくつかの試みが行われている。例えば、Schwartz（1970）は、サンプ



ルの平均所得を自分白身の所得と考え、国レベルの所得を自分以外の人々の所得と考

えることによって、寄付行動が自分の所得と他の人々の所得にどのように反応するか

計量的に分析している。

9量も単純なアプローチとしては。SUR（Seemhg1yU虹e1atedRegression）と呼ばれる手

法が用いられる．詳しくは、畠中（1991）などを参照のこと．福重（1999）では、この手法を

用いて分析を行っている。

lO一般には、ロシット・モデルやプロビット・モデルによる推計が行われる．詳しくは、

Ame㎡ya（1985）などを参照のこと．福重（1999）及び福重・槍（2001）では、この手法を

用いて分析を行っている。

ll一般には、ポワッソン回帰モデルによる推計が行われる．詳しくは、Amemiya（1985）

などを参照のこと．福重（2002a）で用いている手法が、この手法である。

12一般には、トービット・モデルによる推計が行われる．詳しくは、Amemiya（1985）な

どを参照のこと．跡田・福重（2000）では、この手法を用いて分析を行っている。

13 mawataaIidMcA1eer（1996）弧この問題Fついてトービット・モデルを使って例示し

ている．この問題を最初に指摘したのは山ホ㎝tam㎜dWhite（1987）である。
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第1章 家計のフィランソロピー活動の計量分析．

1．はじめに

 1gg5年の阪神・淡路大震災、1997年のナホトカ号の重油流出事故をきっかけとし

て、ボランティア活動や寄付行動などといった家計のフィランソロピー活動に関心が

高まっている。もちろん、いわゆる災害ボランティアの活動によって注目される以前

より、フィランソロピー活動については、わが国においても本間（1993）などの研究が

あり、徐々に関心が高まっていたことは事実である。しかしながら、震災や重油流出

事故以前にフィランソロピー活動として注目されていたのは、主として企業のフィラ

ンソロピー活動であって、具体的には企業による文化振興活動などが、その対象の中

心であった。従って、わが国において家計のフィランソロピー活動に社会的な関心が

高まったのは、ここ数年のことと言って過…ではない。もちろん、社会保障や社会福

祉の研究者の立場からは、わが国の人口の高齢化と関連して、家計のボランティア活

動が高齢者介護のマンパワーとして注目されてきた。たとえば、野呂（1993）は老後の

長期化や労働時間の短循といった供給側の要因よりも、家庭の機能低下や地域的な連

帯の喪失といった需要側の要因に注目してボランティア活動を分析している。1

 このような状況にあって、わが国において家計のフィランソロピー活動を経済学の

立場より分析したものとしては、山内（1997）があげられる。2山内（1997）では、寄付行

動やボランティア活動について、経済理論的な分析からわが国のデータを使った実証

分析まで、幅広く分析している。しかしながら、山内（199ηでは寄付行動をする家計

とボランティア活動をする家計の関連については、海外の研究成果を紹介するにとど

まっており、わが国家計の寄付行動とボランティア活動の代替性や補完性についての

実証分析は行われていない。そこで、本研究では都道府県別データを対象にするとい

った同一の枠組みで、寄付行動とボランティア活動を扱い、寄付行動をする家計とボ

ランティア活動を行う家計の関連について分析することを目指す。更に、わが国にお

いては主として郵便貯金を通じて供給されてきたボランティア貯金というタイプのフ

ィランソロピー活動についても分析を行う。3このボランティア貯金あるいは預金と

いったフィランソロピー活動を取り上げる理由は、預貯金に付く金利の一部を寄付金

とするといった、家計が直接金銭を支出することなく寄付行動を行うため、いわゆる

寄付行動とはその決定要因が異なっているかもしれないためである。具体的には、1994
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年の『全国消費実態調査』より都道府県別の家計の寄付金支出額、1996年の『社会生

活基本調査』よりボランティア活動として都道府県別の社会奉仕活動への参加率、1995

年度末の都道府県別にみた国際ボランティア貯金の口座数を手がかりに、寄付行動、

ボランティア活動及ぴボランティア貯金需要の決定要因について分析する。

 次節では、過去の研究を検討しながら三つのフィランソロピー活動に関して利用可

能なデータについて検討する。3節では、具体的な分析方法及び利用可能なデータの

加工や説明変数の候補や選択について検討する。4節では、推計された各関数をもと

に、どのような家計が寄付行動やボランティア活動、ボランティア貯金を行っている

のかを分析する。最後に5節でばまとめとして、分析結果を再検討し、今後の課題に

ついて指摘する。

2．フィランソロピー活動に関するデータ

 本研究は、家計の三つのフィランソロピー活動に関する包括的な調査アークの個票

が利用可能でないという現状を踏まえ、都道府県別の集計値を用いて分析することと

する。集計データとして都道府県別のデータを用いる理由は、たとえば年齢階級別の

データについては家計の世帯主を持って階級を決めることが適切かといった問題や、

データ数が少ない、階級の区切りが対象とする活動ごとに異なるなどの分析上の問題

を避けるためである。以下では、都道府県別の集計データに限って、データの利用可

能性について検討する。続いて、データをもとに分析方法あるいは適応するモデルに

ついて検討を行う。

 まず家計の寄付行動について利用可能なデータとしては、寄付金を集める側のデー

タとして、中央共同募金会のr共同募金運動統計（募金編）』より、共同募金の実績が

得られるが、都道府県別の集計結果は公表されていない。一方、寄付を拠出する側の

データとしては、『家計調査』において家計の支出項目の中に寄付金という項目があり、

各年度ごとの家計の寄付金支出額が利用可能である。4しかしながら、この調査は標

本数も少なく、その調査対象となる家計も各都道府県庁の所在地に限られる。そこで、

本研究では、『家計調査』と同様に世帯の支出項目より寄付金に対する支出額が利用で

きるr全国消費実態調査』を利用する。この調査は、調査が行われるのは5年に一度

であるが、調査対象が全国5万世帯以上で、『家計調査』に比べ標本数の点からは信頼

性が高い。更に調査対象も『家計調査』の対象とする200弱の市町村だけでなく全国
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の市町村を対象にしており、都道府県別のデータとしても信頼できるものである。具

体的には、本研究では1994年に行われたこの調査より、全世帯の寄付金への支出額に

ついて都道府県別に集計したものを寄付行動の分析に用いる。

 次に、ボランティア活動については、比較的多くの単発の調査データがある。たと

えば、内閣総理大臣官房広報室が行った『社会福祉に関する世論調査』（1972）、『ボラ

ンティア活動に関する世論調査』（1983）、『生涯学習とボランティア活動に関する世論

調査』（1993）、厚生大臣官房政策課調査室が行ったr地域相互扶助状況基礎調査報告』

（1989）など官庁による世論雷査や、NHK世論調査部が行った『ボランティア社会につ

いての調査』（1994）や社会福祉法人全国社会福祉協議会が厚生省の委託で行った『全

国ボランティア活動者実態調査』（1986）などである．これらの調査は、ボランティア

活動に対象を絞った調査で、ボランティア団体やボランティア活動を行っている個人

に関して有益な情報を提供してくれる。しかしながら、本研究が分析の対象としたい

都道府県別のボランティア活動という点から見ると、都道府県ごとの集計結果が利用

可能でなかったり、調査対象がボランティア活動を行った人だけが対象であったり、

標本数が少なかったりといった理由から本研究の目指す分析には不適当である。本研

究では、先行研究5である山内（1997）に倣って、r社会生活基本調査』より社会奉仕活

動の年間行動者率の都道府県別データを分析対象とする。これは1年間に社会奉仕活

動に一度でも参加した人の比率を調査したものであり、参加時間や日数についてのデ

ータが得られないのが難点であるが、ボランティア活動の指標としてある程度の情報

を持っていると考えられる．また対象世帯数も約8万世帯とかなり多く、データとし

ての信頼性も高いと判断できる。本研究では、1996年の調査結果を利用した。

 ボランティア貯金については、全国規模でボランティア貯金ないし預金という活動

を行っている団体は、著者の知る限りアジア医師連絡協議会（AM DA）のみで、こ

の国体が行っているボランティア定期預金については、都道府県別のデータが利用可

能でない．預貯金を供給する主体としては、郵便局の国際ボランティア貯金が唯一で

規模的にもかなり大きい。本研究では、1996年3月末時点での都道府県別の預入件数

について利用できたので、これを分析対象とした。6

3．分析方法

本研究では都道府県別のデータを用いて回帰分析を行い、寄付金開教 ボランティ
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ア関数及びボランティア貯金関数を推計する。推計に際して統計的に有意となる説明

変数を探すことによって、家計のフィランソロピー活動の決定要因を分析する。被説

明変数としては、前節で取り上げた変数を用いる．具体的には、寄付金については金

額を対数変換したものを被説明変数とした。また、ボランティア活動については、社

会奉仕活動者比率をボランティア活動率、ボランティア貯金については、ボランティ

ア貯金の口座数を1995年時点での都道府県別の人口で割ってボランティア貯金普及

率とした。この二つの変数は、その値が0と1の間しか取らないため単純な線形回帰

を行うと、係数の推計にバイアスが生じるため、ロシット変換：

y＝1og（p）一1og（1－p）：ここでpが比率

を行い被説明変数とした。

 説明変数としては、家計の経済的な豊かさの指標として一人当りの県民所得と一人

当りの金融資産残高を説明変数に採用する。また、フィランソロピー活動として寄付

とボランティアの選択に機会費用として影響を与えると考えられる賃金率を採用する。

各都道府県ごとの高齢者と若年者の比率も説明変数に加える．山内（1997）は需要側の

要因と分析しているが、ボランティア活動に参加する高齢者は多く、退職後の活動と

してボランティア活動を高齢者が積極的に行うことも考えられるため、高齢者の比率

は説明変数の候補として重要である。また若年者の比率も、小中学校におけるボラン

ティア活動や募金活動という面より、説明変数に加えるべき変数であろう．その他の

変数としては、各都道府県ごとの景気の良し悪しを反映する指標として有効求職求人

倍率を、東呆都と沖縄県の特殊性を考慮してそれぞれの都県についてダミー変数を加

えた。7

 何年のデータを用いるかといったデ タ選択にあたっては、被説明変数がg4年か

ら96年にかけてのデータとなっているため、説明変数としては出来得る限りその中間

年である95年のデータを使用した。具体的には、県民所得は『県民経済計算』より

1994年の一人当りの県民所得を、金融資産残局については、日本銀行の『都道府県別

経済統計』より1994年の一人当りの預貯金現在高を用い、それぞれの変数を対数変換

したものを説明変数とした。有効求人求職倍率は、1995年の月間有効求人数を月間有

効求職者数で割って求めている。賃金率は、r毎月勤労統計要覧』から、調査産業計の
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都道府県別データについて1995年の現金給与総額を総実労働時間で割って時間あた

りの賃金率を求めた。賃金率についても対数変換したものを説明変数とした。若年者

比率と高齢者比率は、それぞれ1995年の『国勢調査』のデータから、都道府県ごとに

15歳未満の人口と65歳以上の各都道府県の人口に占める割合とした。8最後に、特に

ボランティア貯金の説明変数として重要であると思われる、銀行と郵便局の店舗の利

便性を示す指標として、各都道府県ごとに銀行と郵便局の1店舗あたりの人口を対数

変換したものを店舗指標として、ボランティア貯金の推計式のみに加えている．9

 被説明変数のロシット変換については前述したが、実際の計算においては都道府県

ごとの人口総数の格差を考慮して、各関数を単独で推計する場合はウェイト付きの最

小二乗法を、3本の関数を同時に推計する場合にはウェイトで調整を行った後に

Seemh飾U皿e1atedR蝦essi㎝（S U R）を適用し、分散め不均一性について対応した。10

4．実証結果

 寄付金、ボランティア活動及びボランティア貯金について、まず各関数をそれぞれ

最小二乗法で推計した結果が表1である。表1のフル・モデルとは、全ての説明変数

を採用して推計した結果である．この結果からは統計的に有意でない変数が多くある

ことが分かる。そこでt値をもとに、統計的に有意でない説明変数をモデルより落と

して行った結果がt値によって選択されたモデルである。以下では、まず各関数の推

計結果についてまとめる。

寄付金調教：フル・モデルの段階ではどの変数の係数も統計的に有意ではなく、自由

度調整済みの決定定数もO．187と低い．また各係数の符号についても、統計的には有

意ではないが、県民所得や金融資産残高が負の係数を持っており理論的に解釈しにく

い結果となっている。このモデルより、統計的に有意でない係数をゼロとして落とし

て行った結果が、t値によって選択されたモデルである。最終的に説明変数として残

ったのは、賃金率と高齢者比率である。また、自由度調整済みの決定係数は、O．221

と若干上昇した。賃金率の係数は正で、変数の意味通りに解釈すれば、時間当たりの

賃金が高い機会資用が高い人ほど寄付金を拠出する傾向があることを示している。県

民所得や金融資産残高などの経済的な豊かさをあらわす変数が選択されていないこと

を考えると、広く解釈すれば賃金の高い経済的に余裕のある家計が寄付金を多く支出

11



する傾向があることを示していると考えることも可能である。ボランティア活動の代

替物として寄付行動が選択されているのかもしれない。もう一つの選択された高齢者

比率についても、係数の符号は正である。この結果は二つの解釈が可能である、まず

一っ日は、高齢者の多い地域では、フィランソロピー活動としてボランティア活動の

ような労働力を供給することは、本人の体力や家族の介護の必要性から困難な家計が

多く、代替的に寄付行動をとっているという解釈ができる。もうひとつの解釈は、高

齢者比率の高い地域では、高齢者が身近にいることによってフィランソロピー活動に

積極的な家計が増える傾向があるという解釈、あるは高齢者自身が寄付行動に積極で

あるため、結果として高齢者比率が正の効果を持っているという解釈である。こちら

は、代替的というよりは、高齢者の増加が寄付活動をネットで増加させていると考え

る解釈である。

ボランティア開教：この関数ではフル・モデルの段階より高齢者比率と若年者比率が

正で有意、沖縄県ダミーが負で有意な係数となっている．この関数でも県民所得は有

意ではないが、係数の符号は負となっている。t値をもとに説明変数を減らしていく

と、最終的に選ばれた変数は、フル・モデルにおいて有意であった変数に加え金融資

産残高が選ばれた．自由度調整済みの決定係数は、0242と比較的高い値となっている。

各係数の解釈としては、まず沖縄県ダミーが負となっているのは沖縄県の地域的な特

性であると考えられる。金融資産残高の係数が正となっているのは、資産というスト

ックの形で経済的に余裕のある家計のほうが、ボランティア活動に積極的であるとい

う解釈ができる．もちろん、一般的な経済的豊かさを示す変数として選択されたとい

う、広い意味での解釈も可能であるが、所得や賃金率といったフロー変数で示される

豊かさの場合には、機会資用が高くボランティア活動に正の効果と同時に負の効果が

発生していて、統計的に有意な係数が得られないのかもしれない。高齢者比率の係数

が正であることは、山内（1997）と同様に、ボランティア活動の対象となる高齢者が多

数いることによってボランティア活動への参加確率が上昇しているという解釈が可能

である．同時に、ボランティア活動に従事できる、機会費用の高くない高齢者がボラ

ンティア活動という労働力を供給しているために正の係数となっているという解釈も

可能である。若年者比率が正の効果を持っているのは、この世代の親である20代後半

から30代前半の親の存在や、小中学生のボランティア活動の直接的あるいは間接的な
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影響を示しているのかも知れない。『社会生活基本調査』では30台半ばの女性のボラ

ンティアヘの参加率が高く、データ的には、前者の効果が間接に現れている可能性が

高い。11先行研究である山内（1997）との比較では、山内（1997）の推計式では自由度修正

済み決定係数がO．507と本研究に比べかなり低いことが指摘できる。12また、説明変

数から見れば、本研究では賃金率が選ばれず山内（1ggηで有意な結果を得ているのと

は対照的である。山内（1997）で採用されている県民所得と、本研究で選択された金融

資産残局は、双方とも経済的な豊かさを代表する代理変数と考えることが可能である。

本研究で選択された若年者比率に関して言えば、高齢者比率の作成の仕方が異なって

いるので直接比較は出来ないが、山内（1997）では捉えられなかった若年者の役割を明

らかにしたと解釈できる。13

ボランティア貯金間数：フル・モデルでは統計的に有意な変数はひとつもなく自由度

調整済み決定係数も0581と寄付金関数よりは高いが、ボランティア関数よりは低く

なっている。このような状況から、t値を用いて変数を選択していくと、賃金率、若

年者比率、郵便局店舗指標の一変数が説明変数として選ばれた。賃金率の係数は正で、

機会費用の高い家計ではボランティア活動ではなく代替物としてボランティア貯金と

いう形でフィランソロピー活動を行っているという解釈が可能である。もちろん、寄

付金関数の場合と同じように、県民所得や金融資産残局などの経済的な豊かさをあら

わす変数が選択されていないことから、経済的に余裕のある家計が寄付金を多く支出

する傾向があることを示しているといった広い意味での解釈も可能である。若年者比

率は負に有意となっており、これは郵便貯金という形態を取ったフィランソロピー活

動であるため、中学生以下の若年者の比率が高いことは口座を持っ人の数が少ないこ

とを示しており、その結果として負の係数が推定される結果となったのかもしれない。

郵便局の店舗指標は、一店舗当たりの人口でなので、店舗が増加すれば店舗指標が低

下すると同時に郵便局の利用が便利になり、ボランティア口座を持つ確率が高くなる

というのは説明可能な結果である。本研究で分析の対象としているボランティア貯金

は、郵便局の国際ボランティア貯金のみを対象にしていることは注意しなければなら

ない。郵便局が供給する資産あるいはフィランソロピー活動のための機会であるとい

うこと、海外のN PO或いはN G Oに資金を供給するという、国際ボランティア貯金

であるということが、一般的なボランティア貯金とは異なった特性を持っている可能
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性は否定できない。

 三つの関数の推定結果を比較すると、寄付金とボランティア貯金が、賃金率という

フローの意味での家計の豊かさをあらわす変数が有意なのに対し、ボランティア関数

が金融資産残高というストックの意味での豊かさをあらわす変数が有意となっている

ことが、それぞれのフィランソ1コピー活動の特徴を示している。高齢者比率は寄付金

関数とボランティア関数で正に有意であり、若年者比率はボランティア関数では正に、

ボランティア貯金関数では負に有意である。このように、各係数の符号については、

経済学的に見ても解釈可能な符号となっているが、選択された変数は三つの関数それ

ぞれ異なっている。この結果は、三つのフィランソロピー活動は、全く同一のタイフ

の家計が行っているわけでも、全く異なったタイプの家計が行っているわけでもなく、

少しづつ異なった家計の層性が、それぞれの活動を促進していると考えられる。14言

い換えれば、本研究で扱ったフィランソロピーの三つのチャネルは、家計をフィラン

ソロピー活動へ誘うものとして、それぞれ独自の役割を果たしていると解釈すること

もで知る。

 各関数の誤差項の相関関係についても考慮するため、Seem血曲U】1re1ated

Regressi㎝（SUR）の手法を用いて推計し直した結果が、表2である。フル・モデルの

結果、t値によって選択されたモデルも、個別推計の結果とほとんど違いはなく、誤

差項の相関はほとんど影響がないと予想される。誤差項の相関係教行列も、表3に示

されたように、寄付金関数とボランティア関数の誤差項の相関が。．3と04の間で、若

干相関があると判断されるのに比ベボランディア貯金関数の誤差項は寄付金関数 ボ

ランティア関数のどちらの誤差項ともほとんど相関していない。この結果は、説明変

数による三つのフィランソロピー活動の相関関係を除く誤差項の部分については、各

フィランソロピー活動はほぼ独立に決定されていると考えることができる．

5．まとめ

 本研究では、都道府県別のデータを用いて、寄付行動、ボランティア活動とボラン

ティア貯金という家計の三つのフィランソロピー活動について分析を行った。分析の

結果からは、それぞれの活動について影響を与える変数は、それぞれ微妙に異なり、

家計の多様なフィランソロピー活動を反映したものとなっている。また、高齢者比率

が寄付関数及びボランティア関数で選択され、有意に正であったことは、高齢者がフ
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イランソロビー活動に積極的であることを予想させる結果である。

 最後に、本研究の結果を踏まえ、今後検討されるべき課題について整理しておく。

まず第一の点は、寄付金関数の決定係数がかなり低いこと、他の関数にしても決定係

数が高いとは言えず、関数形や説明変数の選択について改善の余地があるかもしれな

いことである。第二点は、都道府県別のデータという集計されたデ タによる分析の

限界である。各都道府県には都市部やそうでない地域といった、細かな地域特性が考

慮できないこと、また家計の属性についても平均的な値しか利用可能でないことであ

る。この問題を解決するには、家計のフィランソ1コピー活動全体について調査を行い

個票をもとに分析することが必要である。第三点は、税制とフィランソロピー活動の

関係についても、Dye（1980）、Lo㎎（197ηや山内（1993）の指摘もあり、今後検討すべき

課題であろう。

洋一

＊ 本稿は、近畿郵政局よりの委託研究『郵便貯金と地域社会に関する研究』より派

  生的に書かれた論文である。委託研究のチーフである跡田直澄（大阪大学大学院国

  際公共政策研究科教授）並びに他のメンバー、近畿郵政局の皆様には、資料に関す

  る助言・提供を始めとして、有益な討論・情報をいただいた。

1 高野（1996）も同様な立場である。

2 この他にマクロ経済に占めるフィランソロピー活動について推計した跡田（1993）

  がある。

3 郵便貯金のほかにも、たとえばアジア医師連絡協議会（AM DA）がボランティ
  ァ定期預金を行っていが、本研究ではデータの制約上、郵便局の国際ボランティ

  ア貯金に限って分析を行った。

4 より正確に言えば、調査月報を利用すれば毎月のデータが利用できる。

5 ボランティア活動についての実証分析は、先行研究としては山内（1993）の他に、

  野呂（1993）と高野（1997）があるが、データとしては野呂は独白のアンケート調査を

  用いており、高野はNHK世論調査部が行った『ボランティア社会についての調
  査』（1994）を用いている。

6 このデータについては、近畿郵政局貯金部より提供いただいた。

7・ボランティア活動参加の決定要因としては、Menc趾㎜dWeisbrod（1987）や

  Smi血（1994）が説明変数として、ボランティアに対する態度や考え方といった変数

  を採用することを指摘しているが、ここではデータの制約上採用しなかった。ま

15



た、寄付金についても、Ree㏄（1979）が宗教等の説明変数を採用しているが、これ

らの変数についてもデータの制約上から採用しなかった。

8 この若干の年度の違いは時系列データとクロス・セクション・データをブールし

  て用いる場合には大きな問題となるが、本研究のようなクロス・セクション・デ

  ータのみを用いて分析する場合には、各変数は当該年度の変数の代理変数として

  有効である．ただし、観測誤差モデルであると考えれば、推計された係数の大き

  さについてバイアスが生じる可能性があるが、本研究ではその影響は小さいと考

  えている。

9 堀内・佐々木（1982）、松浦・橘木（1991）や吉野（1994）において、郵便貯金需要に店

  舗指標が重要な役割を持っていることが指摘されている。ここでは、これらの文

  獣を参考に、一店舗あたりの人口を採用した。

10@厳密には、寄付金開教とボランティア貯金関数では都道府県人口を、ボランテ

  ィア関数では都道府県別の10歳以上の人口をウェイトとしている。個々の計量
  経済学の手法については、畠中（1996）またはAme皿iya（1985）を参照のこと。

11@この点に付いて原論文投稿時にレフェリーより指摘を受けました。

12@もちろん説明変数秋山内（1997）では社会奉仕活動参加比率そのもので、本研究

  ではロシット変換をしているという違いがあるため、直接の比較は出来ない。一し

  かしながら、単純にモデルの当てはまり良さの指標として比較することにある程

  度の意味はある。

13@山内（199ηでは、75歳以上人口の15歳以上人口に対する比率をとっている。

14@このことは、一つの家計で複数のフィランソロピー活動を行う可能性も示して

  おり、一つの家計が 種類の活動をしているというわけではない。
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  銀行店舗指標

  郵便局店舗指標                   一046657＊
                            ．一7．§5379；

    決定係数．

＊は5％で有意であることを示す。
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SUR推計フル・モデル

 説明変数
 定数項

  県民所得

金融資産残高

表2各関数の推計結果（2）

寄付金関数

一386932

賃金率

高齢者比率

若年者比率

求人求職倍率

東呆都ダミー

沖縄県ダミー

銀行店舗指標

郵便局店舗指標

一〇．42759

－1．20064

－1．09014

－0．0314

－O．07162

2．23042

2．10175＊

O．053463

 1．329
0．074531

0．955117

0．729256

 1．5442

0．197138

0．488554

－0．0795

－0．11405

t値によって選択されたモデル（SUR）

 説明変数
  定数項

  県民所得

  金融資産残高

  賃金率     O．601794＊

          18．9607
  高齢者比率   O．079847＊

          4．83386
  若年者比率

  求人求職倍率

  東呆都ダミー

  沖縄県ダミー

  銀行店舗指標

  郵便局店舗指標

＊ば5％で有意であることを示す。

ボランティア関数

一6．30465

－1．98213＊

一〇．55181

－1．46561

0．318248

2．14029＊

0．459171

1．24842

0．046306

3．27793＊

0．156993

5．96292＊

0．165481

1．03072

0．091445

0．631198
－0．8676

－3．49716＊

一7．27415＊

一8．14051

0．337015＊

 3．692

0．056566＊

8．75874

0．148578＊

10．1136

一〇．78009＊

一3．80671

ボランティア貯金閣曇

 一3，013

－0．77228

028088
0．697879

一026253
一1．54368

0．645902

1．70703

0．03772

1．64604

－0．03252

－1．17402

－0．22163

－1．34147

－O．28401

－1．96394＊

一〇．31425

－1．10106

・一O．18236

－1．23262

－O．23131

－1．64482

0．358288＊

4．66382

一〇．02618＊

一2．18181

一046825ヰ
ー7．84558

18



表3各関数の誤差項の相関係数行列
SUR推計フル・モデル

寄付金関数
ボランティア関数
ボランティア貯金関数

寄付金関数
         1

    0．339858119
    0．018317302

ボランティア関数

     rI

0．084637571

ボランティア貯金関数

t値によって選択されたモデル（SUR）

寄付金関数
ボランティア関数

ボランティア貯金関数

寄付金関数
         1

    0．382859672
   －O．074490377

ボランティア関数

O．025036938

ボランティア貯金関数
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第2章  中高年のボランティア活動の計量分析

1．はじめに

 近年のボランティア活動へ関心の高まりとともに、多くの啓蒙書や活動のためのガ

イド・ブックが発行され1、マスコミによるボランティア団体の活動紹介の機会も増加

している．2このような社会的な関心の中で取り上げられるのは、ボランティア活動を

している特定の個人や団体の実際の活動や、特定のボランティア活動を受け入れてい

る施設等の紹介である。3わが国全体ではどのくらいの個人が活動しているのか、どの

くらいの団体があるのかといった活動の担い手に関する数量的な分析は、跡田（1993）

の他には皆無である。また、どのような個人がボランティア活動に参加する傾向があ

るのかといった、ボランティア活動の担い手の属性に関する分析4についても、多くの

研究が行われているとは言えない。5これは、ボランティア活酬こ関する多くの調査が、

ボランティア活動にのみに質問項日を絞った世論調査で、ボランティア活動の担い手

のいわゆる“バック・グラウンド”について多くを知る事が出来ないためである。6も

ちろん、全国レベルでの包括的な調査としては『祉会生活基本調査』が利用可能であ

るが、年齢別や都道府県別の集計されたデ タしか利用可能でないため、詳細な分析

を行うには限界がある．7

 本研究では、社会保障人口間題研究所が1997年に行った、『中高年の生活状況と社

会保障の機能に関する調査』の個票をもとに、ボランティア活動への参加確率や活動

時間について、その決定要因を個人の属性他を用いながら分析を行っていく。この調

査は、主として40歳以上の中高年齢者を調査の対象としており、学生やその他の若年

層のボランティア活動については知る事は出来ない。しかし、次節でも検討するよう

に、ボランティア活動の主たる担い手は中高年齢者であり、この調査をもとにボラン

ティア活動への参加確率や活動時間を分析する事には充分意味があると言える。また、

単純な集計による分析でなく、個票利用によって計量経済学的な分析を行った研究は

皆無であり8、その意味でも、ボランティア活動の担い手に関する分析としては、参加

確率や活動時間の要因を分析する研究としての意義は大きいと思われる。

 論文の構成は以下の通りである。次節では、他の調査データを利用しながら、ボラ

ンティア活動に占める中高年の役割と、本研究で用いる『中高年の生活状況と社会保

障の機能に関する調査』の特徴について検討する。3節では、実際の個票をもとに、
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参加確率についてはプロビット・モデルを、活動時間についてはトービット・モデル

を用いて、それぞれの決定要因を探る。4節では、本研究のまとめと将来の方向につ

いて展望を行う。最後に、付録では本研究で用いた『中高年の生活状況と社会保障の

機能に関する調査』につ一いて簡単に紹介する。

2．ボランティア活動に占める高年者

 最初に、本研究で中高年と呼ぶ年齢階層の範囲は40歳以上の人々を指している。こ

の年齢階層を分析対象とした理由は、利用した調査の調査対象の制約と同時に、以下

で述べるボランティア活動に占める中高年の重要性のためである。ボランティア活動

全体に占める中高年の割合については、例えば社会福祉法人社会福祉協議会が1996

年に行った『全国ボランティア活動者実態調査』によって知る事が出来る．この調査

は、ボランティア活動を行っている団体・グループ向けの調査と個人向け調査からな

っており、個人数では、団体・グループに属している3193人と団体・グループに属し

ていない848人の主として活動内容に関する集計結果が得られる．この調査によるボ

ランティア活動参加者の年齢別内訳は、図1のようになっている。ボランティア団体

やグループに属している人では、1O歳ごとの年齢階層では、40歳代、50歳代さらに

60歳代と年齢階層が上昇するほど全体に占める割合が高くなっていく傾向にある。団

体やグルーブに属していない人でも、40歳代から60歳代の年齢謄眉の占める割合は

他の年齢階層よりもかなり高くなっている。このように、ボランティア活動をしてい

る人から見ると中高年の占める割合は高く、この年齢階層がどのような要因でボラン

ティア活動に参加しているのかについての分析が重要である。

 一方、ボランティア活動への参加率という観点より中高年を見るには、r社会生活

基本調査』の年齢階層別の社会奉仕活動への参加率から知ることができる。図2は1gg6

年の調査における5歳刻みでの参加率を示したものである。男女でそのピークは異な

るが、30歳代後半から40歳代前半の年齢階層で参加率が最も高くなり、それよりも

年齢の高い層においても参加率が比較的高くなっている事がわかる。これは高野

（1996）が指摘しているように、NHKが行ったrボランティア社会についての調査』と

ほぼ同様の結果となっている。参加率という観点より見た場合にも中高年の参加率は

高く、中高年の参加行動の要因を分析する事は、ボランティア活動の奨励や振興とい

った点からも重要となってくる。
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 以上の集計結果の検討は全国レベルの平均値による検討で、地域間の特性や格差に

ついては考慮して』なかった。しかしながら、本研究で用いる『中高年の生活状況と

社会保障の機能に関する調査』は、付録でも説明するが、首都圏30㎞圏内と長野県、

大分県の3地域での標本調査である。これらの地域は、大都市圏であるかどうかとい

う点だけでなく、産業構造や人口構成にも違いがあって、ボランティア活動を行って

いる中高年者も質的に異なっているかも知れない。そこで、地域ごとの特性を検討す

ると同時に、本研究で用いる『中高年の生活状況と社会保障の機能に関する調査』の

特徴を検討するために、『社会生活基本調査』との比較を行う9。図3は、『社会生活基

本調査』より全国平均、東呆都、長野県及ぴ大分県の年齢別社会奉仕活動参加者の比

率をグラフにしたものである。一方、図4はr中高年の生活状況と社会保障の機能に

関する調査』より本研究で用いたサンプルにおける、各地域の年齢階層別の参加率を

グラフにしたものである。まず図3より、大都市圏である東呆の参加率が低いのが特

徴的である。また長野県と大分県を比較した場合には、ほぼ同じような傾向があるが、

最高年齢階層である75歳以上の参加率に大きな違いがある。一方、図4からは、首都

圏がどの階層でも参加率が低いのはr社会生活基本調査』と同じであるが、他の県と

の差はそれほど大きいとは言えない。また、年齢階層ごとの変化は、長野県では50

歳代の参加率が他の2地域に比べ高く特徴的である。首都圏と大分県の年齢階層ごと

の傾向は、図で見る限り比較的似た動きをしている．図3と図4を比較したとき、一

番大きな違いは、『中高年の生活状況と社会保障の機能に関する調査』で調査されるボ

ランティア活動の参加率が、r社会生活基本調査』で調査されるボランティア活動への

参加率に比べかなり低い事である．また年齢階層ごとの動きもあまり似ているとは言

えない。このことは、調査票のデザインや調査方法の違いによって生じていると予想

される。たとえば、r社会生活基本調査』の社会奉仕活動の方が、『中高年の生活状況

と社会保障の機能に関する調査』における社会奉仕活動の範囲よりも広いことが一つ

の要因である。この特勧は、次節以降の実証分析の結果を解釈する上で留意を必要と

する点の一つである。

3．アンケート調査に基づく実証分析

 本研究で用いる『中高年の生活状況と社会保障の機能に関する調査』は、首都圏及

び長野県と大分県で調査が行われた．各調査対象地域は、都市化や高齢化に関する状
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祝が異なり、また前節でも見たように、ボランティア活動に対する年齢別の参加率も

異なっている。このような場合、各地域の標本に質的な違いがあることを想定したほ

うが、分析結果にバイアスを生じる可能性が低い。また、各地域での標本抽出率も異

なっているので、単純に各地域のデータをプールして分析する事によるバイアスの発

生も危慎される。以上のような理由から、本研究では各地域ごとに分析を行う。

 具体的な分析に入る前に、本研究で分析するモデルについての考え方を説明する必

要があろう。本研究では、ボランティア活動への参加確率と活動時間の決定要因につ

いて分析を行う。もちろん個々人あるいは家計はボランティア活動の決定に際して、

他の多くの活動、たとえば就業か非就業か、レジャー等の活動等と同時決定している

と考えることができる。より詳細な分析を行うためには、これらの他の活動との同時

決定を分析すべきであるが、データの制約や推計するモデルが非常に複雑なものとな

るため、本研究では、参加確率と活動時間のみを取り上げ分析することにした。した

がって本研究で推計しているモデルは、一種の誘導形と考えることができる10。この

ような解釈より説明変数の候補の選択にあたっては、外生性の高いと考えられる変数

を選んでいる11。

3．1参加確率の要因分析

 はじめに、各個人のボランティア活動への参加を決定する要因を分析する。ここで

は、個人票であるA票について、無作為抽出によって選られた標本であるとみなして、

参加確率の決定要因を分析する．12具体的には、社会奉仕活動に時間を使っている人

をボランティア参加者として、プロビット・モデル13を使って参加確率の決定要因を

分析した．分析に当たっては、説明要因として多くの要因が考えられるため、利用可

能な説明変数の候補の中から赤池信報量規準（川C）が最小となるように説明変数を

選択した。14説明変数の候補としては、第1のグループとしては、年齢や性別といっ

た本人の層性、配偶者の有無、子供の教といった家族の属性という基本的なものが考

えられる．第2のグルーブとしては、老親の介護との関連より、日本的な慣習として

の長子による介護とボランティア活動との関連を見るために、本人あるいは配偶者が

長子であるかどうかというダミー変数を候補に加えた。15第3のグルーブとしては、

本人と家族の健康状態に関する変数を考慮している。ここでは、本人の通院 入院、

家族の中に看護を必要とするあるいはしているものがいるかどうかについて、ダミー
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変数を用いて考慮している。家族の看護に関しては、高野（1996）も指摘しているボラ

ンティア参加とクライエントとしての経験の相関について、この変数によって分析す

る事が出来るかもしれない。第4のグループとしては、本人の学歴で、これらの変数

は、本人のボランティア活動への理解度や態度と学歴の関係、あるいは高等教育によ

る技能習得とボランティア活動の関連を見るためのものである。最後に、第5のグル

ープとして、本人の賃金率、夫婦の年間所得及ぴ純資産といった経済的な変数を候補

とした。これは、本人及ぴ家計の経済的な要因がボランティア参加に与える影響を見

るためのものである。たとえば山内（199ηでは、

（ボランティア参加率）＝3715＋2812‡（高齢者人口比率）一4λ2ユ＊（賃金率）十2078＊（県民所得）

         （2．76） （4．43）               （■2．65）          （2．06）

  adjusted R2：0507， 標本数＝47，カッコ内は一値．

という結果16を得ており、この結果との比較の上でも説明変数の候補とする事は重要

である．以上の説明変数の候補と変数の作成方法については、表1の通りである。

 プロビット・モデルにおいて変数選択の結果、刈Cが最小となったモデル及びその

推定結果は表2の通りである。また、実際の推計には、本人が74歳以下で調査表の記

入漏れ等の無い個人黒のみを用いたため、首都圏が694、長野県が407、大分県が526

となった。これは、回収された個人黒の6割から7割に当たる数である。17

 推定結果において最も特徴的なのは、長野県については説明変数として選択された

のが本人通院ダミーのみで、その係数は正であるが統計的には有意でないという結果

となっている事である。モデルによる50％を基準とした参加不参加の的中率も85．5％

と実際の不参加率が85．6％である事を考えると高いとは言えず、長野県におけるボラ

ンティア活動への参加確率を決める要因は、妻1の候補の中には見つける事が出来な

かったという結果となっている。18的中率で…えば、首都圏の89，33％、大分県の85．93％

も高いとは言えず、モデルのフィットは高くないと判断される。しかしながら、係数

のt値より判断すれば、t値が統計的に有意な変数がありこれらの変数が、妻1にあげ

た説明変数の候補の中では参加確率を決める要因であるという結果となっている。

 首都圏のデータからは、子供の数、学歴より高卒と大卒の双方が、そして賃金率が

説明変数として選択された。この中で統計的に有意なのは学歴の2変数と賃金率であ
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る。山内（1997）の結果と比較すれば本人の年齢は有意ではなく山内（1997）の指摘する

ように高齢者の比率は需要側の要因で合って供給者（担い手）の要因ではない事がこの

結果より確認された。また、所得変数は選択されていないが賃金率は山内（199ηの結

果と同じように負で統計的に有意となっており、機会費用の影響がある事が分った。

学歴について言えば、高率から大卒へと学歴が上昇するにしたがって参加確率が上昇

するという結果となっている狐これは高野（1996）の指摘する小・中学校卒業の学歴

の者ほど参加率が高いという結果とは逆の結果となっている。これは、高野（1996）が

若年層を含む全てのボランティア参加者について見ているためで、本研究で対象とし

ている中周年では学歴が正にきくのかもしれない。統計的に有意ではなかったが、子

供の数の係数が正となっているのは、例えば子沢山の人は世話好きでボランティアに

も積極的であるといった解釈が考えられるが、統計的な有意さを持っているわけでは

ない。

 次に大分県のデータからは、説明変数として選択されたのは子供の数、家族看護、

高卒ダミーと鈍資産であった。その中でも統計的に有意なのは高卒ダミーだけであっ

た。高卒ダミーの係数が正で有意であるのは首都圏の結果と同じであるが、この地域

では大卒者がボランティアに積極的であるという結果とはなっていない。統計的に有

意ではない変数では、子供の数は首都圏と同じく正の係数を持っており、家族看護の

係数も正となっている。後者は、高野（1996）の指摘するクライアントとしての経験と

ボランティア活動の相関に関係しているかもしれない。例えば、家族の中に看護を必

要とするものがいたために、ボランティア活動の重要性を認識し、ボランティア活動

に積極的となったのかもしれない。純資産についても正となっているのは経済的な余

裕がボランティア活動を促進する効果を示していると考えられる。しかしながら、こ

れらの変数のもつ係数は統計的に有意ではない。

 以上参加確率の要因についての分析をまとめると、全体として参加確率を上手く説

明できるモデルとは言えないが、参加確率の決定要因としては、学歴が正にきいてい

る可能性を示すものとなった。また首都圏のデータによる賃金率が負にきくという結

果は、経済学的には整合的な結果である。

3．2 活動時間の要因分析

 この調査では、社会奉仕活動について、3ヶ月当たり参加回数と1回当たりの平均
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活動時間にっいてたずねている。平均活動時間に参加回数をかけて3ヶ月当たりの活

動時間を推計することができるため、活動時間の長さを決定する要因についても分析

することが可能となる．このデータを用いて単純に参加時間について回帰分析を行う

と、ボランティア活動に参加している人と参加していない人がいるため、係数の推計

にいわゆる切断バイアスを生じるため、本研究ではトービット・モデル19を使ってバ

イアスを修正した分析を行った。分析に当たっては、プロビット・モデルのときと同

様に、妻1に挙げる各変数を説明変数の候補として、赤池情報量規準（刈C）が最小

となるモデルを選択した。20選択された説明変数と推定結果は表3の通りである。標

本数は前小節のプロビット・モデルの場合と同数である。

 首都圏のデータからは、プロビット・モデルと同じ変数が選ばれ、同じ変数が統計

的に有意であった。このことは、ボランティア活動に参加するか否かの意思決定に与

える要因と、活動時間の長さを決定する要因が同じで、かつ同方向である事を示す結

果である。21

 次に長野県のデータから選ばれた変数は、本人長子、長子、本人通院及ぴ純資産が

選ばれ、本人長子のダミー変数は統計的に有意である。これは参加確率の分析では、

その決定要因が上手く見つかっていなかったのに対し、活動時間については決定要因

が幾つか見つかった事を示すものである。まず、統計的に有意な変数である本人長子

であるが、この変数が長子ダミーと同時に説明変数として選ばれている場合の解釈に

ついては、若干の注意が必要である。長子ダミーは本人長子ダミーが1を取るときに

同時に1を取るため、本人長子である事の効果は、推計された係数64399ではなく長

子ダミーの係数を引いた14014となり、3ヶ月で1時間30分弱の活動時間の増加とな

る。本人が長子の場合にボランティア活動の時間が長くなる原因については、老親介

護の心構えであるとか老親介護の経験からボランティア活動に理解があるなどと言っ

た理由が考えられる。他の統計的に有意ではないが選択された変数については、本人

通院については参加確率の場合と同じ理由が考えられるが、鈍資産の係数が負となっ

ている事は解釈が難しい。

 大分県のデータからは、説明変数として選択されたのは子供の数、本人通院、高卒

ダミーと純資産で、統計的に有意なのは高卒ダミーだけであった。この結果は、本人

通院と家族看護の違いを除けば、参加確率の分析の場合とほぼ同じである。このこと

は、首都圏のデータからの結果と同様に、ボランティア活動に参加するか否かの意思
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決定に与える要因と、活動時間の長さを決定する要因がほぼ同じで、かつ同方向であ

る事を示す結果である。以上の結果をまとめると、少なくとも首都圏と大分県のデー

タからは参加確率と活動時間を決定する要因はほぼ同じで、その効果も同方向である

事が分った。

4．まとめ

 本研究では、社会保険人口間題研究者が行ったr中高年の生活状況と社会保障の機

能に関する調査』の個票をもとに、ボランティア活動に関する参加確率と活動時間の

決定要因について計量経済学的分析を行った。結果は、特に長野県のデータについて

は、参加確率、活動時間ともに決定要因を説明できる変数を上手く見つける事が出来

無かった。首都圏と大分県のデータからは、学歴の重要性が窺える結果となったが、

大分県のデータでは他に統計的に有意な説明変数を見つける事ができなかった。首都

圏のデータからは、賃金率の係数が負である事から機会費用がボランティア活動に影

響を与えているという、経済学的に整合的な結果となった。これらの結果をまとめる

と。第一に、本人が家族や親族の中で占める地位や本人あるいは親族が看護を必要と

するような立場に立った経験などは、ボランティア活動に影響を与えている可能性は

あるが、本研究では統計的に有意な結果を得られなかった。第二点は、本人の学歴や

賃金率といった経済学的な要因がボランティア活動に影響を与えていることにっいて

は、一部の地域で統計的に有意な結果が得られたことである。

 この分野には社会保障や経済学の立場から幾つかの先行研究があるが、これらの研

究に対して本研究より明らかとなった事は、本研究で用いたデータからは個人の行動

の決定要因を充分に説明できているとは言えないが、同時に集計されたデ タから推

論される仮説を説明する幾つかの変数について、少なくとも現状のモデルでは、個人

のデータの段階では統計的に有意な結果が得られない事が分った。これは、三方向の

改善の余地をわれわれに示してくれるだろう。第一の方向は、更に広範囲にデータを

収集し、データの蓄積によって個票段階での分析の信頼性を高める事である。特に長

野県の分析結果や、平均参加率の『社会生活基本調査』との乖離といった点は、デー

タの信頼性とも関わる問題である。第二の方向は、社会学、社会保障さらに経済学の

接近方法を総合的に検討し、ボランティア活動を説明する要因を網羅的にピック・ア

ップする事である。第三の方向は、第二の方向と関連するが、ボランティア活動を上
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手く説明できるモデルに現在のモデルを改善する事である。

付録 r中高年の生活状況と社会保障の機能に関する調査』について

 この調査は、社会保障人口間題研究所が1997年の7月31日から9月9日にかけて

行った調査である。調査対象は、40歳から89歳までの世帯主と同一家屋にすむ40歳

から89歳の親族全貫を対象としている。調査地域は、首都圏30㎞圏内、長野県及び

大分県で、各地域の住民台帳より40歳から89歳の世帯主を無作為2段階抽出し、調

査対象個人は調査員が世帯訪間後面接によりスクリーニングした。調査方法としては、

調査貫が訪問し調査表を留置する方法を取った。調査表は、調査員がスクリーニング

をかねて記入する世帯構成票と、対象者個人が記入するA票と夫婦単位で記入するB

票からなっている。設定サンプル数及び回収率は付表1の通りである。

注

1 例えば図書館流通センターの新刊書のデータ・べ一スで『ボランティア」をキー・

ワードに検索した場合、120冊の書籍が該当書としてピック・アップされる．その出

版年は1980年以降1991年までが22冊なのに対し、92年と93年は各年5冊、94年が
11冊、95年が16冊、96年が17冊、更に97年には39冊と大幅に増加している。98
年も5月現在で5冊である。

2直接的な原因は、1995年1月の阪神・淡路大震災であり、それに続く1997年のナ
ホトカ号によって起こされた日本海の重油災害である。これらの災害によって注目さ

れたのはいわゆる災害ボランティアであるが、これを契機にボランティア全体への社

会的な関心が高まり、いわゆる福祉ボランティアに関しても俄かに関心が高まってい

るのが現状のようである。もちろん、これらの災害が起こる以前よりボランティア活

動への関心は徐々に高まっていた、この事は後述する世論調査の結果により明らかで

ある。

3研究者による分析としては、山内（1993）によるボランティア団体を含むフィランソ

ロピー活動に関する税制の研究や、立木（199ηによるボランティア活動のネットワー

ク化や小島（1998）による非営利団体の組織化や管理に関する研究がある。これらの問

題は、ボランティア活動の担い手の行動に影響を与える事は予想されるが、本研究で

はこれらの制度的な要因や組織化の影響を表す変数が利用可能でないため分析の対象

とはしなかった。

4震災ボランティアのプロフィールに関しては金谷（1996）がある狐活動内容や活動

時間に関する分析が中心で、個人の社会経済的なバックグラウンドとボランティア活

動については分析していない。また、野呂（1993）は、個人の各種の社会活動とボラン

ティア活動野関係について因子分析を行っている。
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5もちろん、高野（1996）も指摘するように、ボランティア活動についての分析すべき

なのは活動の担い手だけではなくボランティア活動の受け入れ側であるクライエント

についても分析する事が重要である。

6内閣総理大臣官属広報室が行った『社会福祉に関する世論調査』（1972）、『ボランテ

ィア活動に関する世論調査』（1983）、『生涯学習とボランティア活動に関する世論調

査』（1993X厚生大臣官房政策課調査室が行ったr地域相互扶助状況基礎調査報告』

（1989）など官庁による世論調査や、NHK世論調査部が行った『ボランティア社会につ

いての調査』（1994）や社会福祉法人全国社会福祉協議会が厚生省の委託で行った『全

国ボランティア活動者実態調査』（1986）などが、ボランティア活動に対象を絞った調

査である。

7この調査の公表デ タを用いた分析としては、山内（1997）や福重（1999）がある。福

重（1999）では、ボランティア活動と家計の他のフィランソロピー活動を関連付けて分

析している。

8原論文投稿時にレフェリーより家計経済研究所が行っている『消費生活に関するパ

ネル調査』によるボランティア活動の実証分析に可能性を指摘していただいた。この

調査の個票を用いた分析としては樋口・岩田（1999）をはじめ多くの研究があり、詳細

な検討がなされている。しかしながら、著者の知りうる限り、この調査の個票を用い

たボランティア活動に関する分析は無く、今後の分析に期待したい。

9この二つの調査における各年齢階層の分布については、40歳以上の人口に占める

比率で、40歳～坐歳、45歳～54歳、55歳～64歳、65歳～74歳と75歳以上の各階層
で、r中高年の生活状況と社会保障の機能に関する調査』では、11．8％、313％、26£％、

20－6％、95％であるのに対して、『社会生活基本調査』では、134％、31－9％、25－4％、

184％、10．g％となっており、ほぼ同じ分布であると考えられる。ここでは、更に人数

ではなく参加率を比較しているため、調査間の微妙な抽出率の差は、参加率の推計に

対してほとんど影響はないと考えられる。この点について原論文投稿時にレフェリー

より指摘を受けた。

lO ｴ論文投稿時にレフェリーより、推計するモデルの位置付けや解釈について詳細

なコメントをいただきました。

11 ｽだし婚姻についてはボランティア活動との同時決定ではなく少なくとも先決変

数であると仮定している。

12@各世帯は無作為抽出であるが、その世帯の構成員である夫婦や個人は、厳密に言
えば、地域ごとの世帯の大きさによる影響や、世帯内での個人や夫婦単位での活動が

相互に影響する可能性があり、無作為抽出と見なせないかもしれない。しかしながら、

これらの世帯内での影響や世帯の大きさの影響をモデル化することは難しく、また可

能であったとしてもモデルが非常に複雑となると予想されるため、本研究ではこれら

の影響を無視できると仮定した。

13@ここではTSPWsi㎝4．3bを用いて最尤推定法で推定している。詳しい推定方法
及ぴプロビット・モデルについては、畠中（1991）又はAmedya（1985）を参照のこと。
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14@本研究で分析に用いているプロビット・モデルとトービット・モデルは非線形モ

デルで、一般に線形モデルで用いられるようなt値の小さい説明変数を順に落してい

って刈Cを最小化するという簡便法を用いる事はできない。しかしながら、全ての変

数の組み合わせを検討するのは計算量が膨大となり非現実的である。そこで、本研究

では線形モデルの場合と同じようにt値の小さいものから順に変数を落していく方法

で選ばれたモデルを基本として、最終的に残った変数を一つっつ除外した説名変数の

候補群を用いて、再度同一の刈C最小化の選択プロセスを繰返し、更に刈Cが小さく

なるモデルが無いかを確認する方法を取った。

15@ボランティア活動参加の決定要因としては、Menc趾andWeisbrod（1987）や
Smth（1994）が説明変数として、ボランティアに対する態度や考え方といった変数を採

用することを指摘しているが。また、野呂（1993）が分析した他の社会的活動への参加

も決定要因の代理変数と考えられる。しかしながら、本研究では、データの制約上こ

れらの変数は採用できなかった。

16@山内（1997）の結果は、1991年の『社会生活基本調査』によるもので、賃金率と県

民所得は対数値を用いている。

17@厳密には、付表1の回収されたA票の中から、妻1にあげた説名変数の候補およ
びボランティア活動に関して参加の有無および参加回数と活動時間について、その項

目についても記入漏れが無い標本のみを用いたためである。これは、次に行ラトービ

ット・モデルと標本数を統一するためと、説名変数の候補および被説明変数について

記入漏れの有無によって標本数が変化することによって州Cの最小化が不可能となる

ことを避けるためである。

18@選択された本人通院のダミー変数の係数が正である事については、高野（1996）の

指摘にある、クライアントの経験が担い手になる事を促進する効果による、言い換え

れば、本人がけがや病気で通院する事によって、ボランティア活動の重要性や必要性

に気づき、ボランティア活動に積極的になった事によるのかもしれない。

19
@ここではTSP伽si㎝4．3bを用いて最尤推定法で推定している。詳しい推定方法

及ぴトービツト・モデルについては、畠中（1991）又はAmemiya（1985）を参照のこと。

20@前節のプロビツト・モデルとの関係を厳密に考えれば、Amemya（1985）のいわゆ

るタイプ2のトービツト・モデルを推計すべきであるが、実際の推計時の収束計算に

おいてプロビット・モデルとトービット・モデルの誤差項の相関が非常に1に近くな

り、TSPによって推計不可能となるためここではトービット・モデルを用いて分析し

ている。

21
@計量経済学的には、プロビット・モデルとトービット・モデルで選択された変数

が同じで、符号も同じであるということは、本研究で採用している単純なトービット・

モデル、Amemiya（1985）によるタイプ1のトービット・モデルの適切さを示す傍証の

一つと考えられる。タイプ2のトービット・モデルを推計していない理由は註20を参
照の事。
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図1年齢別ボランティア活動者割合
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図2 年齢階層別社会奉仕活動参加率：全国
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図3 年齢階層別社会奉仕活動参加率：東京・長野・大分の比較
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図4各地域ごとの年．齢階層別参加率
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1鋤名’

年齢．

性別

記偶者の有無

子供の教   …数値

本人長子．

長子一 @ 1ダ…一触
本人通院  1ダミー献

本人入院

 本人入院又は通院

豪族着証

高卒以よ．

 大卒以上

賃金率

年商所得

鈍資産

                  表1．．．説明変弊の候補一覧．
              l   1

1奉人が勇㌣蜘予の舶は戸口を取咋÷変数1

醐者榊る場餉テいなレ、場合．千ゼ螂るグミi変数・一

1本11字毒械∴・1
1    l    1    圭    ．l

1本人ま㌃r醐者が千存するぞ㍗それの兄予姉妹の中下雌長の場合に1・干の他の場1紬呼紙・鰍’

1本人が過ヂヶ月の間F鋼あるデ・榊甲した場デに1・その他の場合陣を取るgミ丁鰍．

1本人が岬二納や7が岬た船ピ岬他の㌣紬師るダミニ触

1本ぐ甲二千㌣111㍗甲r予当τ蝋ニト㍗＝甲1㌣r叩rヂ

世帯内に看議を受けている親族がいる場合に1、その他の場合はゼロを取るダミー変数
1 一一一’一γ．．」一一．1．一 1 一’1

1＊人が高校卒行以上の学歴の場合に1、高校卒業未満（中退を含む）の場合にゼロを取るダミー変数

1本人が大学卒業以上の学歴の蜴合1二1、大学卒業未満（中退を含む）の場合にゼロを取るダミー変数
1 」．．三．．  1…一1
1（醐年間の本人の蝸収入（・・カテゴリーの各中位値）〕・（1日当たりの労働時間・適当たりの労舶教…週）
    ザー’一一「……一≡’一一一’一111∴．ll一一1．1一一、一∴．．

1   l一一一川」 1一一  1   1
j糊叩千予賦叩ケア㌣柑甲）と芦甲子産（㍗丁㍗T9各中印二）？呼岬榊一φ各中位中）を1■いたもの
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第3章  生活協同組合加入率の計量分析一

1 はじめに

 r21世紀の生協のあり方を考える』 （厚生省社会・援護局地域福祉課：1998）によれ

ば生活協同組合（生協）は、組合員の相互扶助の精神に基づいて、共同して事業を行う

非営利組織である、とされている。同報告書は同時に、現在の生協が抱えている問題点

も指摘している。たとえば、近年の社会環境や経営環境の変化が組合員の参加意識の低

下や組合員による経営の形骸化といった問題を発生させていること。従来生協が取り組

んできた低価格・安全・安心、環境への配慮という消費者からの要望への取り組みを他の

小売事業主体も進めており、生協の供給品の優位性が低下していること。さらには、こ

のような状況の中で経営力の低下から事業が行き詰まる生協もでてきているといった指

摘もなされている。しかし、一方で生協全体での加入世帯は全国平均で総世帯の約3割、

食品の総小売に占める割合は約5％に達しており、菱田（1999）が指摘するように、規模的

には小さいが統計的には生協活動は現在も拡大傾向を保持していることも事実である。

 生協活動に関しては、国内外の歴史や生協の抱える問題点を指摘した研究が数多く、

たとえば野尻（1989）や碓井（1996）てば生協の制度的改革に関する研究や提言が行われて

いる。また近年の非営利組織への関心の高まりは、非営利組織としての生協にも焦点を

当てることになり、この方面からも生協研究が盛んになりつつある。しかしながら、こ

れらの多くの研究は理論的あるいは制度的な研究が中心で、統計的あるいは数量的な研

究はほとんど行われていないのが現状のようである2。

 本研究では、浜岡（1986）や近本（1996）といった先行研究によって分析された組合貫の社

会階層の特徴や、シュタインホフ（1991）によって分析されたような組合貫の生協の活動

への参加といった、生協組合員に関する分析ではなく、地域における生協活動の規模を

示す指標として都道府県ごとの加入率を取り上げて分析を行う。また、生協の活動の多

様化（たとえば共同購入だけでなく店舗を展開するといった選択、どのような商品を取

扱うのかといった選択など）に関しては、各生協が近年の社会環境や経営環境の変化に

対応して活動方法や範囲を選択した結果であると考え3、規模の説明要因としては取り

上げず、社会経済的要因を用いて生協の規模について統計的な分析を行うこととする。

生協の規模が大きければ、共同購入において大量仕入れを行って経費を節約し、組合員

に安価に商品を提供すること力呵能となる。言換えれば、組合員数が多ければ多いほど
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安価な商品を購入できることになり、消費者としての組合員から見れば、生協の規模拡

大は望ましいことであると考えられる。もちろん、厚生省社会・援護局地域福祉課（1998）

が指揮するように、加入率が上昇して大規模化した生協では加入者の意識の低下によっ

て他の事業体と何ら変らなくなっている可能性もあり、加入率の問題は単純に上げれば

良いという問題ではないということも留意すべきである。しかしながら、具体的にどの

ような地域で生協加入率が高く、どのような地域で低いのかといった統計的分析がない

現状においては、地域生協の都道府県別の加入率を統計的に分析することによってどの

ような社会経済的な要因が生協の規模を決定しているのかを明らかにすることそのもの

が、重要な分析の一つであると考えられる。

 理論的な立場から見ると、地域生協は共同購入を核に大量仕入れや独自の製品開発な

どを通じて地域住民の消費活動における取引費用を節約する非営利団体であると考えら

れる。建前上は生協から物品を購入できるのは生協の組合員であり、経済学舳こはクラ

ブ財としての性格を持っている。このような地域生協をNPO組織と見てその効率性を

検討しようとするとき、最も問題となるのは生協の目的である。生協に明確な目的があ

るのならば、日的に対して効率的な運営がなされているか否かを分析すればよい。しか

し、「組合員の効用」を高めると経済学的にその目的を定義したところで、生協がどの

組合貝の効用を高めるのか、効用関数や生協の目的関数をどのように仮定すればよいの

かといった理論的な問題も解決されておらず、この問題を具体的に検証することは直接

的には国難である．そこで生協活動が地域によって活発なところとそうでないところが

あることに注目し、もしも生協活動が盛んなところはこのようなクラブ財を作ることに

よって地域住民の効用が高まっており、活動が盛んでないところは効用の上昇が少ない

ため生協活動が停滞していると考えることができる。このように考えると、本研究が行

う生協加入率の決定要因の分析は、生協の目的関数や生協組合員の効用関数について検

討する手掛りであり、地域生協の特性を考える上で重要性な分析でもあると考えられる。

本研究の構成は以下の通りである。次節では地域生協の加入率分析のためのモデルと

分析に用いたデ タについて説明を行う。続いて3節では実証分析の結果について見当

を行い、各経済変数と加入率の関係について分析する。最後に4節ではまとめとして、

本研究で明らかとなった点と残された課題について述べる。
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2 モデルとデタ

 この節では、組合加入率を分析するためのモデルの想定と、実際の分析に用いたデー

タの出所及びその加工方法について述べる。r般的に加入率や得点といった比率を示す

変数の決定を分析する際に、単純に回帰分析を適応すると問題が生じる。たとえば、加

入率を説明する変数の値によっては、加入率や得点が負の値となったり、100％や1

00点を超えたりする場合がある。計量経済学では、このような場合には、プロビット・

モデルやロシット・モデルを採用することを提案している。本研究では、この中からロシ

ット・モデルを採用する。ロシット・モデルは、確率を決める変数ベクトルをX（i）、対

応する係数ベクトルをbとして加入率P（i）がロゾステイク分布：

P（i）＝e不pC【（i）b）／（1＋exp区（i）b））

に従うと仮定するモデルである。P（i）は確率であるため必ず。と1の間の値を取り、加入

率の分析に適したモデルとなっている。ここでP（i）を変換して撹乱項を加えると・

1n［P（i）／（1－P（i））］＝X（i）1）十u（i）・ i＝1，2、．．．、N

と表すことが出来る。ここで、hは自然対数を示し、X（i）は説明変数ベクトル、u（i）が撹

舌順である。撹乱項の分散不均一性を考慮したウェイト付最小二乗法でこのモデルを推

計する方法が、最小カイ2乗法と呼ばれる推計方法である。このときウェイトは

w（i）＝1／［P（i）（1－P（i））］

となる4。本研究では、被説明変数をこの変換された組合加入率として分析を行う。

  次にデータについて述べる。本研究では組合加入率として『生協の経営統計』の1997

年版と98年版より都道府県別の地域生協の組織率を用いる5。加入率を決定する要因

（x（i））としては、家計の生協への加入行動を具体的に示す理論的なモデルが無いため、

家計のフィランソロピー活動を分析した跡田・福重（2㎜）、福重（1999）や山内（19gのを参

考に、社会経済的要因を代理する変数を説明変数の候補として採用する。具体的には、

生協の活動への参加等を考えると、個人の時間あたりの機会費用が重要な変数であると
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考えられる。そこで、説明変数の第一のグループとして個人の時間あたりの機会費用に

大きく影響を及ぼすと考えられる所得・資産要因を代理する変数として物価格差、1人

当たりの県民所得や雇用者所得、加えて預貯金残高を考える。物価の高い地域では相対

的に所得・資産が低いため生協活動への参加に関する機会費用が他の地域より低くなり、

生協加入率が上昇する可能性がある。所得についても同様に、所得水準が高いと時間当

たりの機会費用が高くなり生協への参加が低くなる可能性がある。一方、ボランティア

活動への参加を分析した、山内（199ηや福童（1999）によれば、機会費用が負の効果を示す

のに対して所得や資産の水準が高いと参加率が高まる傾向が示されている。この点を考

慮するため、所得として県民所得だけでなく雇用者所得を、資産を代理するものとして

預貯金残高を説明変数に加えている。第二のグループとしては、生協からの購入が食品

を中心としたものであることから、地域の産業要因を表す変数を採用する。第1次産業

従事者比率が高い地域では農業あるいは漁業といった食品を扱う産業に従事する人が比

較的多く、生協からの共同購入を必要としない世帯が多いのではないかと考えられる。

また第3次産業従事者比率が高い場合には、生協と競合するスーパーなどが多く生協活

動に負の効果があるかもしれない。しかしながら、第3次産業従事者比率が高いことは、

その地域の都市化が進んでおり、外食や加工食品を購入する機会が多く、その反動から

生協の提供する安全な食品への関心が高いかもしれない。第三のグループとしては、人

口要因を取り上げる。15歳未満の人口比率は、子供の多さを示すもので、もしも子供の

いる世帯が食品の安全性に関心が高ければ、その結果として生協加入率カ塙まるのでは

ないかと予想される。また、高齢化が進んだ（65歳以上の人口比率が高い）地域では、

直接店舗へ買い物に出かけなくて済む共同購入への関心が高いかもしれない。第四のグ

ループに属する変数として人口密度を採用する．この変数は、人々がどれくらい密集し

て住んでいるかを示しており、個々人の生活環境や商店等にとっての経済環境などの環

境要因を表す変数と分類できる。人口密度が低いと商店等が少なく共同購入への関心が

高いが生協そのものが組織されにくい可能性があり、人口密度が生協の加入率にどのよ

うな影響を与えるのかについては明らかではない。最後に第五のグループの変数として

都道府県議会に占める社会民主党と日本共産党の議員の比率（左賀議員比率）6を採用

する。これは政治要因と呼ぶことが出来る．これは第一から第四のグループで代理し得

ない、その地域の住民の特性、特に政治的な志向を示すものとして採用する。左翼議員

比率が高い地域は、企業活動に対抗する意識が高く、その結果として生協活動が行われ
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ると考えれば、予想される符号条件は正となる。以上の変数を用いて、生協活動の加入

率に与える影響について計量分析を行った7。変数の出所及び便用した年度は表1の通

りである。また、これらの変数について97年と98年をプールした単純平均値及ぴ最小・

最大値は妻2の通りである。

3 実証分析

  具体的な推計においては、説明変数に関して線形を想定したモデルと対数線形を想

定したモデルの2種類のモデルを採用した．さらに、関数の非線形性を近似するために

線形モデルでは変数を2乗したものも説明変数に加えている。対数線形モデルでも同様

に対数変換した変数の2乗値を説明変数に追加して分析を行っている。さらに兵庫県と

新潟県では加入率が他の地域に比べ、前者は例外的に高く、後者は例外的に低かったた

め、これらの県の影響を除くためそれぞれの県についてダミー変数を加えて推計を行っ

た8。すべての説明変数を用いたフル・モデルにおいては統計的に有意でない係数が多く

推計されたため、それらの係数に対応する説明変数を除外して、赤池情報量基準（AIC）

が最小となるモデルを選択した．以上の結果をまとめたものが表3である。ここでは、2

年分のデータをブールして推計を行った結果を示している。

 妻3によれば、線形モデルでも対数線形モデルでも説明変数として選択されなかった

変数は、第1次産業従事者比率と65歳以上人口比率である．これらの変数は直接生協加

入率を説明するものではないと解釈できる。また線形モデルでは対数線形モデルで選択

されている物価格差、15歳未満人口比率、人口密度が説明変数として選択されておらず、

対数線形モデルでは、実質県民所得が選択されていない。≡換えれば雇用者所得、預貯

金残高と左翼議員比率のみが双方のモデルで説明変数として選択されている。この様に

選択された説明変数が大きく異なるため・本稿ではDawdson㎝dMacKim㎝（1981）の手法

（J－Test）を用いて、非入れ子型の検定を行い線形と対数線形の特定化について検定を行

った。

 検定結果は、線形モデルは棄却されるが対数線形モデルは棄却されないという結果と

なった。この結果より対数線形モデルのほうが生協加入率をより良く説明しているもの

と判断し、以降は対数線形モデルの推計結果を中心に検討していくこととする。

 具体的な各変数の影響については、推計結果の表から読み取るのは困難なため、表2

の最小値と最大値を参考にしながら、他の説明変数を平均値に固定して加入率に与える
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影響についてグラフ化したものが図1から図7である。

 図1の物価格差と加入率の関係は、物価格差が拡大すれば加入率が上昇するという結

果となっている．この点については、物価の安い相対的に機会費用の低い地域で生協活

動が活発であるという説明が可能である。この他に、可能性としては、全国平均に比べ

消資者物価の高い地域では、コスト意識が高いため食品の安全性が高まり生協を組織し

共同購入を行う傾向にあるのかもしれない9。次に雇用者所得と加入率の関係を示す図2

では、所得水準が上昇するほど加入率が低くなる、言換えれば相対的に所得水準の低い

ところで生協加入率が高いことを現している。この傾向は資産要因についても同様の結

果となっており、図3で示されるように預貯金残高の高い地域では加入率が低い傾向に

ある。ただし線形モデルでは、図2では対数線形モデルと同様の結果を示しているが、

図3では預貯金残高が800万円前後より加入率が上昇する傾向を見せている．これは線

形モブールでは他に説明変数として県長所得が採用されている影響によるもので、ここで

は対数線形モデルの示す低下傾向が真の反応であると考えられる。以上のように相対的

に豊かな地域で生協活動が低調なのは、これらの地域では生協活動の機会資用が高いこ

とに加え、消費の多様イ㎏健み生協における購入が相対的に低下していることや、生協

を利用しないで安全な食品を購入している家計の比率が多いことなどが原因であると考

えられる．

 産業構造と加入率の関係については、第3次産業従事者比率のみが説明変数として選

択されており、図4に示されるように第3次産業従事者比率が高ければ加入率も高いと

いう結果となっている。これは都市化が進んだ地域では、外食や加工食料品を購入する

比率が高く、健康や食品の安全性への関心から生協加入率を上昇させていると考えられ

る。また本稿では直接取り上げていないが、第2次産業従事者比率が高い地域では職域

生協や工場での共同購入などが地域生協の代替物が存在し、地域生協への加入率が低く

なっているため、第3次産業従事者比率のみが説明変数として選択されたと考えられる

10
B

 人口構成要因である15歳未満人口比率の影響は、図5に示されているように子供の多

い地域では加入率が低くなる傾向がある。生協加入の理由として安全な食品の購入が高

い順位を示していることを考えれば、子供がいる家庭のほうが安全な食品に敏感であり、

その結果として加入率が高くなると考えるのが自然であるにもかかわらず推計結果は逆

となっている。これは、65歳以上人口比率が説明変数として選択されずに15歳未満人
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口比率が選択されている点も考慮すれば、中間人口（15歳以上65歳未満）の中でも若

年層が比較的多い地域で加入率が低いことを示す結果であると解釈出来る。この結果は、

近本（1996）の指摘にもあるように20歳代の加入率が低いことの現れであろう。

 図6の人口密度と加入率の関係は、人口密度が1㎜人程度までの地域では加入率が急

速に上昇し、それ以降は徐々に上昇が鈍化する傾向を示している。これは生協活動が行

われるには、ある程度の人口密集が最低限必要で、それ以降は人口の密集は生協の加入

率に影響を与えないといったような、分岐点が存在することの現れかもしれない。人口

密度の平均値が600人強であることから判断すれば、大多数の都道府県では人口密度の

上昇が加入率を大幅に増加させる効果を持っていることが分かる．

 左翼議員比率については図7に示されるように正の関係があり、この傾向は線形モデ

ルでもほぼ同様な結果が得られている。この結果は、単純に考えれば左翼政党支持者が

生協に多く加入していると解釈できるが、生協の設立と政党支持の関係にも注意を払う

べきかも知れない。すなわち生協の設立あるいは開始をしようとする人々の政治志向と

政党支持の間に強い関係がある可能性もあり、単純に生協に加入している組合員全体の

政治志向と区別して検討する必要がある。この点については、今後検討する余地がある

と考えられる。

4 まとめ

本稿では生協の加入率の決定要因について計量分析を行った。分析結果からは、

・ 物価格差が大きな地域では高い。

・ 資産や所得の高い相対的に豊かな地域では加入率が低い。

・ 第3次産業従事者比率の高い地域では加入率が高い。

・ 15歳未満の人口あるいは中間人口における若年層の多い地域では加入率が低い。

・ 人口密度が1ooo人程度までの地域では加入率が急速に上昇するが、それ以降は加入

 率の上昇は鈍化する。

・ 左翼政党支持と生協加入率には正の関係がある。

といった点が明らかになった。もちろん、この結果から生協の規模拡大に関する具体策

を導くことは難しく、個々の施策の効果を分析するためには、具体的に生協の加入促進
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活動や店舗展開などがどのように加入率に影響を与えるのかについて分析することが必

要である。たとえば加入率の非常に高い兵庫県においては、コープこうべによる大型店

舗の展開などがなされており、このような経営形態が加入率のアップにどのように影響

しているのかについて分析をすることが必要である。しかしながら、加入促進活動や店

舗展開といった要因は生協の規模に依存して同時に決定されると考えられるため、同時

決定を考慮したモデル分析を行わなければならない。このような複雑なモデルを分析す

るためには、家計の生協加入行動に関する更なる理論的検討が必要であり、この点につ

いては今後の課題としたい。最後に、本研究では都道府県単位での加入率を分析の対象

としたが、実際には個々の生協のカバーする地域は都道府県全体に比べれば相対的に小

さく、この点に充分配慮しなければならない。たとえば、生協が展開している地域にお

いて家計ごとの加入の有無を分析できれば、本研究で明らかとなった点をさらに確認で

きると予想される。このような分析を行うためには、個々の地域においてアンケート等

による調査が必要であり、この点も今後の課題である。

注

1本稿は2001年3月に行われた日本NPo学会第3回年次大会（京都大会）において報告

した論文を改訂したものである。報告に際し座長の山内直人先生（大阪大学）をはじめ、

舟場正富先生（神戸商科大学）他より多くの有益なコメントを頂きました。記して感謝

いたします。

2海外の生協に関連する研究誌であるA㎜a1sof恥b五。㎜dCo－operadveEcommy誌にお

いても、Pryor（1983）にあるように生産者生協に関する研究は多数存在するが、消費者生

協に関しては、現状報告程度のものしか存在せず、加入率の決定要因を分析したものは

皆無である。

3各生協の加入促進活動や経営形態は内生的に決定される変数と考える。

4より厳密なこのモデルの導出については、Amemiya（1985）にある．

5『生協の経営統計』では、組合員教を住民基本台帳に基づく世帯数で割った世帯加入

率を組織率としている。これは、個人で複数の生協に加入している場合や世帯の中で複

数の構成員が生協に加入している場合、組織率が過大となる。しかしながら、人口当た

りの組合員数（個人加入率）を加入率とするのは、共同購入などの活動を主とする地域

生協g加入率としては過小評価の傾向が生じると判断し、r生協の経営統計』の地域生

協の組織率を用いた。

6政治要因を加えることは、山内直人先生の示唆によるものであり、記して感謝いたし
ます。
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7本研究では、加入促進活動や店舗展開の有無等といった各生協が主体的に選択で得る

変数については、生協の規模や活動の盛んさと同時決定であると考え、説明変数として

は採用しなかった。これらの変数を回帰分析で扱うためには同時性によって生じる係数

のバイアスを除去するため連立方程式によるモデルを構築することが必要となり、世帯

の生協加入を説明する理論モデルの検討が必要である。

8新潟県については居住地職域生協の加入者が多く、地域生協の加入者が極端に少ない

という他の都道府県とは著しく異なった特徴を示している。本研究では地域生協のみを

分析として取り上げているため居住地職域生協は分析の対象となっていない。居住地職

域生協をどのように扱うのかは今後の課題である。

9共同購入による物価格差の解消については、共同購入ヒよる商品が当該地域における

物価水準より高めであるという指摘もあり、本研究の結果からこのような解釈をするこ

とは難しい。この点について原論文投稿時にレフェリーより指摘を受けたことを感謝い
たします。

10 烽ｵも都市部と農村部の違いによって生協加入率が決定されているのであれば、説

明変数として第3次産業従事者比率ではなく第1次産業従事者比率が選択されると考え

られる。本稿の結果は、第1次産業と第2次産業の従事者の比率が高いところでは加入

率が低いという結果であると鰯沢すべきである。
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図1物価格差と加入率
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図2雇用者所得と加入率

 0，45

 0，40

 0．35
鮒
＜0．30
景
＜皿O・25

黒
 O．20

 0，15

 0．10

、

、

■

、

、

、

、
、

、

、

、

、
、

■

■

、

、

、
、

、
、

、

、

、
■

●
、

■

、
、

●
■

■
一

■
■

O     O
oo     o
，一一一         【

 O     O     O     O     O
 0     N     ・。o     o〇     一
 ■一一     N      N      N      oo

実質雇用者所得（万円）

 ・…線形一対数

49



図3資産と加入率
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図4第3次産業と加入率
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図5 15歳未満人口と加入率
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図6 人口密度と加入率
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図7 左翼議員比率と加入率
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1データの出所
データ データ名 資料名 調査 度

．．．≡1997年＆9昨、．．．．

平均消費者物価地域差指数 消貴者物価指数年報

日本銀行経済統計月報
消賞者物価指数年報

左翼議員比率
（県議会に占める社会民主党及び共産党所 議員数） 日本．．計 鑑 ≡1997
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凄2変数の統計量
（単位）…  平均値 最小値   最大値

実質預貯金残高

15歳未満人口比率

左翼議員比率

％

円

円

円

％

％

人
％

 28．3％一    13．1％…

100．82      95．30 ：

 59．5％≡    50．8％≒

 15．8％．     12．4％…

643．4 1     72．6 1

13．54％≡    4．26％…

554％；

111．701

 16．8％1

 72．7％

 21．4％

5316．21
27．87％。

56



≡AIC長小モデル

実質県民所得      48川3E－06  5．18939E－06     139．6
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べC．．．．．．．

1対数尤度

       ．．．．駆，ε24

－36，176        －43．824

5．与。69q．．  ．似邸8．

一32－069       －36－368
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4非入れ子型検定（J－Test）の結

帰無仮説1線形
    対  形

形   対数形
       榊
1，381    ×
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第4章 地域通貨の発生に関する計量分析．

1 はじめに

 金融論の教科書や経済学辞典によれば、貨幣の役割としては、第1に交換手段であ

ること、第2に価値の尺度であること、第3に価値を保蔵する手段であることの3つ

の役割が指摘されている（館・浜田1972、花輪1979、永谷1980）。近年その存在が注

目されている地域通貨も貨幣の1種であると考えられる1。もしもそうであるなら、地

域通貨は上記の3つの役割を本当に備えているのであろうか。あべ・泉（2000）、加藤

（2001）や河邑・グループ現代（2000）で紹介されている地域通貨やエコマネーと呼ばれて

いる事例をもとに、貨幣の役割と地域通貨について検討すると、それぞれの役割につ

いては以下のように考えることができるであろう。第1の役割については、地域通貨

を導入している地域やグループの中では交換手段としての役割を持っているようであ

る。しかし、それらの地域やグループ内においても地域通貨は国家の発行する通貨と

併用されており、さらにはタイム・ダラーのように交換価値の一定割合までしか地域

通貨で支払うことができないといった場合もあり、一般的な交換手段というよりは制

限された交換手段であると考えるべきかも知れない。第2の役割については、「イサ

カ・アワー」やスイスの「ヴィア」のように単位を国家の発行する通貨と同一にするもの

や、国家の発行する通貨とある一定の交換比率で発行されているものが存在する一方

で、タイム・ダラーのように時間といった国家の通貨単位とはまったく関係ないもの

も存在する。このような単位そのものや国家の通貨単位との関連性の問題を除けば、

地域通貨も、それを導入している地域やグループにおいては価値の尺度としての役割

を果たしていると考えられるであろう。最後に第3．の役割については、歴史的にはゲ

ゼルによるr自由通貨」、ドイツで導入されたrヴェーラ」やオーストリアのヴェル

グで導入されたr労働証明書」のように価値を保蔵できない貨幣として導入されるケ

ースがあり、これらについては価値保蔵の役割を持っているとすることは難しいかも

しれない。しかしながら、近年わが国で導入されている地域通貨は、そのほとんどが

無利子ではあるが名目の価値が減少するものは無く、名目の値では価値保蔵の役割を

持っていると考えられる2。このように貨幣の3つの役割という点から地域通貨を検討

した場合、特に第1の役割において国家による通貨よりは制限されたものであると考

えられ、地域通貨は擬似通貨の1種と呼ぶべきものであると判断できる。
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 経済学の別の観点から地域通貨を見たときには、もう1点注日すべき事柄がある。

それは通貨発行の仕組みである。コインに含まれる貴金属の分量が価値の基準となっ

ていた時代や中央銀行制度が充分確立していなかった時代においては、個々の銀行が

貨幣を発行したフリー・バンキングの時代3や、地方政府や有力者が貨幣を発行した時

代4もあったが、現代において通貨発行はほぼ国家によって独占されているのが現状で

ある5。これに対して地域通貨は、「イサカ・アワー」のように地域の特定のグループが

貨幣を発行する場合やLETSのように個人が通貨を発行するといったケースもあり、

通貨発行が国家から独立したものとなっている。このように通貨発行が国家独占でな

くなることは、通貨発行による利益が分散するということに他ならない。これが国家

によって地域通貨発行が制限されたり禁止されたりする主たる原因と考えられる6。で

は地域通貨発行による利益は誰が受け取っているのであろうか。経済学の立場から問

題とすべきは、通貨発行利益による所得再分配がどのように行われているのかという

問題である。この点についても、個々の地域通貨によって一様ではなく、地域通貨一

般について言えることは少ない。しかしながら、西部（2000）によって整理されてい

る地域通貨の事例から判断すると、福祉やボランティアの対価として地域通貨が発行

されるのであれば発行者である福祉やボランティアを必要としている人々に通貨発行

による利益が発生していると考えられる。これは非常にラフな言い方をすれば社会的

弱者に対して通貨発行による利益が（再）分配される仕組みと言えよう。また集中的

に発行される地域通貨に関しても、コミュニティーのための資金や流通させているグ

ループ内での平等を目指すといった何らかの通貨発行利益による再分配の仕組みを持

っていると考えられる？。

 このように見ると、地域通貨は、税制や社会保障制度といった国家規模での所得再

分配の仕組みを補完してさらに所得再分配を進める仕組みであると考えることが出来

る。見方を変えれば、地域通貨を発行し受容する地域やグループは、国家による所得

再分配政策とは別に地域通貨による所得再分配機構を受け入れている地域やグルニプ

であると言える。経済政策の立場から見れば、どのような地域やグループがこのよう

な更なる所得再分配機構を導入するのかといった点を分析することは、国家による所

得再分配の仕組みを見直したり、再分配の程度を再検討するために、非常に重要な分

析であると考えられる。そ』で本研究では、地域通貨がどのような地域に発生してい

るのかにっいて、都道府県レベルにおける発生件数の決定要因を計量的に分析し、そ
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の発生要因について検討する8。

 もちろん地域通貨は、西部（2000）による目的の整理にあるように、地域あるいはコミ

ュニティーといったものを経済的に活性化したり相互信頼を向上させるという目的を

持っており9、これらの成果について分析することは重要である10。これに対して、本

研究は、直接地域通貨の効果を分析するものではなく、どのような地域に地域通貨が

導入されたのかを分析することを通じて、どのような地域や特定のグループに相互信

頼や地域経済の活性化に対するモティベーションがあるのかを数量的に分析した研究

と考えることも出来る11．

 本研究の構成は、以下の通りである。次節では分析のためのモデルと本研究で用い

たデータについて解説する。続いて3節では、実証分析の結果に基づき、地域通貨発

生の要因について検討する。最後に4節では、本研究の分析結果をまとめ、さらに残

された課題について述べる。

2． モデルとデ タ

 この節では、本研究で分析に用いたモデルとデータについて述べる。まず地域通貨

の発生件数のデータについて解説し、続いて分析に用いるモデル、説明変数の候補と

したデ タの順に述べる。

2．1地域通貨の発生体数

 本研究で分析の対象としている地域通貨の発生件数に関しては、公的な調査統計は

もちろん特定の研究者によって調査され公表されているものは無い。これは、地域通

貨について定義が難しく、どのような要件を満たしていると地域通貨と認めてよいの

かはっき・りしないため、なかなか公式の統計を作りづらいという面があると考えられ

る。また多くの地域通貨が、準備段階ではあるがまだ始めていないという不確定なも

のが多いことも一つの原因であろう12。そこで、本研究では地域通貨の発生件数につい

て独自に調査を行った．

 地域通貨に関する調査は、主としてインターネットを使って地域通貨に関するホー

ム・ぺ一ジや雑誌・新聞記事を検索して行った13。また、後述する、さわやか福祉財団、

日本ケアシステムとニッポンアクティブ・ライフ・クラブ（N A L C）が行っている

ネットワーク型地域通貨制度については印刷された資料14を参考にしている。
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調査の過程で、地域通貨については、地域の範囲に関して

単独地域で発行しているもの ⇔ 全国に支部を持つネットワーク型のもの

という分類や、

紙幣等を発行するもの（集中発行方式）⇔ 通帳形式のもの（分散発行方式）

という発行の形式によるちがい、

単位を持った貨幣として発行されるもの ⇔ 時間預託の形を取るもの

といっ価値尺度に対する制度の違いによるといった分類が可能であることが分かった。

もちろん、単位を持って発行されるものの中にはエコマネーと呼ばれるもの15と、L E

T S（L㏄a1Exchange md Tradhg System）方式を採用するものに分類することも出来る

が、発生要因を分析するためにはある程度のサンプル数が必要なため、これ以上の細

かな分類は行わなかった。さらに、紙幣を発行するものと通帳形式のものという分類

は紙幣を発行し通帳もあるといった地域通貨16が存在するため、完全に分類できないこ

と、紙幣を発行している地域通貨の発生件数が少ないことから、地域通貨の分類とし

ては、単独地域かネットワーク型かの違いを一つの目安として分析を行うこととした17。

この分類は、いくつかの例外を除き単位を持った通貨であるか時間預託であるかとい

った分類とほぼ一致する。本研究では便宜的に、単独地域で発行されている地域通貨

を狭義の地域通貨と呼び、これにネットワーク型地域通貨を加えたものを広義の地域

通貨と呼ぶことにする。本研究で行った調査によれば、狭義の地域通貨は全国で79ヵ

所、ネットワーク型地域通貨はさわやか福祉財団の『ふれあい切符」18、ボランティア労

力ネツトワーク19、日本ケアシステム協会20やN A L C21によるネットワーク型地域通

貨の各地の活動拠点をそれぞれ1ヵ所と数えた場合、全国で535ヵ所となり、広義の

地域通貨は614ヵ所を見つけることが出来た22。狭義の地域通貨の一覧は付表1に、地

域通貨の都道府県ごとの発生件数については表1に示している。
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2．2ポワソン回帰モアル

 地域通貨の発生件数は、都道府県当たり平均で、狭義の地域通貨では2弱、広義の

地域通貨では13弦と、整数値を取るが連続値と見なすには小さな値を取っている。

この数値のオーダーから判断して、市町村ごとにO－1の決定を分析するタイプのロ

シット・モデルやプロビット・モデルでは、狭義の地域通貨に関しては被説明変数の

95％以上がOとなり、広義の地域通貨についても80％以上が0を取ることや、複数の

市町村に跨る地域通貨の存在やいくつかの市町村では複数の地域通貨が存在すること

から、本研究では都道府県ごとの発生件数について決定要因を分析することが適当で

あると判断した。都道府県の発生件数を分析対象とした場合、このような比較的小さ

な整数値を取る変数の決定要因を分析するための計量モデルとしては、ポワソン回帰

モデルがある。αmer㎝㎜dTnvedi（1998）によれば、ポワソン回帰モデルは、従属変数

（確率変数）、の期待値を線形モデル（E（Y、）斗、＝x、β）と仮定し・従属変数が整数

値yを取る確率を、

朴糾㍗・戸・・一肌

と表したモデルである。ここでXiの第j番目の説明変数X竈の限界的な変化に対する反

応は係数ヘクトルβの第j要素βjとなる。このモデルは一般的には最尤法で推計が行

われ、本研究ではTSPVersion45のPoISSONコマンドを用いて推定している。

2．3地域通貨の発生要因の候補

 第1節でも述べたように地域通貨は擬似通貨による所得再分配機構と考えられる、

またエコマネーや「ふれあい切符」の名称にもあるように社会福祉やNPo活動の一種

であると考えることが出来る。わが国におけるボランティア活動や生活協同組合活動

に関する先行研究23から判断して、本研究では以下のような変数を説明変数の候補とす

る。第1には、発生件数の多寡には都道府県の広さや人口といった規模要因が影響を

与えていると考えるのは自然であろう。本研究では、人口として住民基本台帳人口を、

面積として可住地面積を、規模要因を表す説明変数の候補として採用する。第2は価

格要因である。これは、国家による通貨の価格付けに対抗して地域通貨が発行されて
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いるのであれば物価が高かったり低かったり物価格差の大きな地域で地域通貨が導入

される傾向があるかもしれない。本研究では地域の消費者物価指数を基に作成された

物価格差（総合）を物価格差の説明変数の候補として採用する。第3の要因は所得・

資産要匿1である。ボランティアや生活協同組合活動の決定要因としても重要なもので

あり、労働者平均給与（男性）を賃金、県民分配所得の家計分を所得、預貯金総額を金融

資産として説明変数の候補とした。ここで所得と金融資産は1人当たりではなく総額

を候補としているのは、ポワソン回帰モデルでは、地域通貨の発生確率ではなく発生

件数を説明するモデルとなっているため、これらの変数に経済的な規模要因も反映さ

せるためである。これに対して賃金は、それぞれの地域の経済的な豊かさだけでなく

地域通貨に関する付加的な活動のための機会費用の大きさも表している変数と考える

ことができる24．第4の要因としては産業構造の影響が考えられる。地域通貨を導入す

るためにはある程度商業活動が盛んな地域で、地域通貨を受け取ってくれる商店等が

存在しなければならない、また地虹のコミュニティーを活性化させるために地域通貨

を導入するのであれば、地域のコミュニティー活動が盛んであると考えられる農業や

漁業といった第1次産業就業者が多い地域や多くの人々が同一の大企業で働くような

第2次産業就業者の多い地域では地域通貨を導入するインセンティヴが低いかもしれ

ない。本研究では、第1次産業、第2次産業、第3次産業就業者数を説明変数の候補

として採用する。特に商業活動に関しては、商店販売額も説明変数の候補に追加して、

商業活動の影響を捉えることを試みる。第5の要因として人口構成要因を取り上げる。

これは、地域通貨という擬似通貨の導入に対して高齢者が保守的な反応をする可能性

を捉えたり、若年者が多い地域ではボランティアの供給者が多く、高齢者が多い地域

ではボランティアに対する需要が高いため、ネットワーク型地域通貨が盛んになる可

能性を捉えたりするための説明変数である。最後に第6の要因として政治要因として

野党議貫の数を取り上げる。これは地域通貨という、いわば国家による通貨に対抗す

るものを発行することと野党に対する政治的な嗜好には関係がある可能性が高いとい

う予想に基づくものである。ここでは2000年の衆議院議員選挙における自由民主党・

公明党・保守党の3与党議員を除いた議員数を野党議貝としている25。以上の変数につ

いてデータの出所、観測年度をまとめたものが表2である。くり返しになるが、ポワ

ソン回帰モデルの性質上いくつかの変数で1人当たりの数値とせず規模要因も反映さ

せるための総数あるいは総額を説明変数として用いている点については、推計結果を
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解釈する上で注意が必要である。

3． 実証分析

 狭義の地域通貨、ネットワーク型地域通貨及ぴ広義の地域通貨の発生件数について、

2節で候補とした説明変数を用いてポワソン回帰モデルを推計した結果が表3である。

ここでは、説明変数と被説明変数の期待値の非線形な関係を近似するために各説明変

数の2乗値を含めてモデルを推計している。全ての候補を用いたモデルでは統計的に

有意でない係数を持った説明変数が複数存在するため、赤池情報量基準（畑C）によ

って変数を選択した。表3によれば、狭義の地域通貨の決定係数は約。－83、ネットワ

ーク型地域通貨と広義の地域通貨の決定係数は。．98以上と、クロスセクション・デー

タによる結果としては非常に高く、地域通貨発生件数をよく説明している結果である

と判断できる26。個々の変数の効果については、狭義の地域通貨、ネットワーク型地域

通貨及ぴ広義の地域通貨の結果において刈Cで選択された変数が微妙に異なっている

こと、各変数の2条値も説明変数として加えられていることから、推計結果の表から

は個々の変数の効果を直接判断することは難しい。そこで説明変数x巧の1乗値の係数

がβj，2乗値の係数が？j：

                ・軸βj・・；？j

であるとき、この変数の限界的な効果を、

                 βj・2・竈マj

と推計する。この値は説明変数の水準に応じて変化するため、本研究では各説明変数

の最小値、平均値及ぴ最大値（妻4を参照）を取った場合の限界的効果について表5

にまとめた。この限界的な効果は、各説明変数の単位にも依存しその大きさを比較す

る場合には注意が必要である。各説明変数の値が最小値から最大値へ増加するに従っ

て、その限界的な効果がどのように変化するのかを妻5から検討すると、以下のよう

になる。

・ネットワーク型地域通貨と広義の地域通貨のそれぞれの要因の限界的な効果の変

 化は、ほぼ同じ傾向があるが、狭義の地域通貨は、物価格差の傾向が異なることや
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賃金、所得が変数として選択されていないなど、いくつか異なった傾向を示してい

る。

・最小値と最大値の間において、各地域通貨発生件数に常に正の効果を持っているの

 は人口、負の効果を持っているのは面積である。さらに人口については正の効果が

 急速に高まってくる傾向がある。

・物価格差の拡大は、全国平均から高くなっても低くなっても、格差が拡大すれば狭

 義の地域通貨には正の効果を与えるが、ネットワーク型地域通貨及び広義の地域通

 貨には負の効果を与える。」

・賃金と所得は、狭義の地域通貨では選択されていないが、ネットワーク型地域通貨

 に対して、所得は正の効果を持っており、賃金は水準が低いときには負の効果を持

 っているが、その水準が高まるにつれて効果が正となり、さらに徐々に強まってく

 る傾向にある。広義の地域通貨に対しては、賃金・所得とも負から正に効果が変化

 し、賃金がネットワーク型地域通貨に与える効果と同様に、効果が大きくなる傾向

 を持っている。

・商店販売額は、狭義の地域通貨と広義の地域通貨に対する効果は、最初は負である

 が、徐々に効果が大きくなり、全ての地域通貨に対して正の効果を持つようになる。

 ネットワーク型地域通貨も同様の傾向を持っているが、その効果は一貫して正であ

 る。

・金融資産は、全ての地域通貨に対して、水準が低い間は正の効果を持っているが、

 水準が高まるにつれて効果が正から負に変化して行く傾向がある。

・第1次産業従事者は狭義の地域通貨のみに影響を与え、その効果は正で徐々に高ま

 る傾向がある。

・第2次産業と第3次産業の就業者、人口構成要因である15歳未満人口と65歳以
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上人口は、人数が増加するにつれて、どの地域通貨に対しても効果が小さくなって

ゆく傾向がある。

・野党議員数の増加は、どの地域通貨に対しても効果が徐々に大きくなり、平均値以

 上であれば正の効果を持つようになる。

以上の点からどのようなことが明らかとなったかについては、次節で総合的にまとめ

ることとする。

4． まとめ

 本研究では、狭義の地域通貨、ネットワーク型地域通貨及ぴ広義の地域通貨の発生

件数について、計量分析を行った。分析の結果から明らかとなった点で特徴的なもの

は以下の4点である。第1に、狭義の地域通貨とネットワーク型地域通貨、広義の地

域通貨で物価格差から受ける効果が逆であることがあげられる。もしも、物価格差に

対抗するために地域通貨が発行されているのであれば、狭義の地域通貨のように格差

拡大が発生件数に正の効果を与えるはずである。しかしながらネットワーク型地域通

貨は格差が小さい方地域で発生件数が多くなる傾向にある。これは狭義の地域通貨と

ネットワーク型地域通貨では、発生件数決定のための要因が異なる、言換えれば地域

通貨としての性質が異なる可能性を示す結果と解釈することが出来る。特徴の第2点

は、人口の増加は発生件数を増やす傾向にあるのに対して、第2次産業と第3次産業

の就業者、15歳未満人口と65歳以上人口が発生件数を減少させる傾向にあること

である。これを総合的に解釈すれば、中間年齢人口が多く就業者が少ない地域で地域

通貨の発生件数が高まる傾向にあるといえよう。これは、高校生や大学生といった学

生と専業主婦が多い地域で地域通貨が導入されやすいことの現われと考えられる。第

3の特徴は、賃金が高い地域でネットワーク型地域通貨及ぴ広義の地域通貨の発生件

数が高くなる傾向にある点である。これはネットワーク型地域通貨がすべて時間預託

であることから地域通貨の導入や運用のための機会費用ではなく、時間預託する時間

の価値が高い地域でネットワーク型地域通貨が導入されやすいことを示すものと考え

られる。第4の点は、野党議員数の効果である。生活協同組合活動に関する実証分析
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でも同様のことが示されているが、中央政府に対抗するという政治的嗜好の強い地域

で地域通貨が導入されやすいことがこの分析で明らかとなったと考えられる27。

 本研究では以上のような4点が明らかとなったが、一いくつかの今後検討が必要な課

題も同時に存在する。第1の問題は、本研究で調査した地域通貨が、現存する地域通

貨を網羅的に調査できたかという問題である。2節でも述べたように、本研究の調査

はインターネットを主として調査を行ったため、調査漏れの地域通貨が存在する可能

性が高い。この点については今後さらに調査を進め、網羅的なデータ・べ一スを作成

する必要性があろう。第2の点は、都道府県別データでの分析の持つ限界である。本

研究ではデータ数及ぴ利用可能なデータの関係から都道府県別の発生件数を分析した

が、コミュニティrのための通貨として地域通貨を考えるのであれば、市町村レベル

での発生を分析すべきであったのかもしれない。しかしながら地域通貨の発生件数そ

のものが少なく、現状では市町村レベルでの分析は不可能であるため、発生件数その

ものの増加或いは新たな分析手法の開発が必要である。第3点は、わが国において地

域通貨は漸く導入が始まったばかりで、要因分析という分析方法に馴染まないかもし

れないという点である。事実、調査時点において現在検討中の地域通貨が複数存在し、

これらが今後地域通貨としてスタートする可能性がある。このような段階においては、

情報（ノウハウ）の伝播が重要で、本研究で取り上げたように経済的な要因を分析す

るという接近方法では不充分かもしれない。この点については、今後の地域通貨の発

生の動向を見て再検討する必要があるかもしれないが、本研究の推計結果が良好なこ

とから、ある程度の要因分析は出来たと判断できるであろう。

注

“本研究で行った調査に関しては、大学院生の紺野透氏にリサーチ・アシスタントとして

協力していただいた。さわやか福祉財団、こツポンアクティブ・ライフの事務局の皆様や

各地の地域通貨の事務局皆様には、質問等に電話や郵便、eメールで答えていただいた。

またSteph㎝Davies先生（神戸大学）とのディスカッション及び平山健一郎先生（関西学
院大学）、原論文投稿時に編集委員及ぴ2名のレフェリーからの＝1メントは本稿の改訂に

有益であった。これらの方々に対して、記して感謝したいと思います。

1たとえば、蝋山（ユ977）では、財の購入・債務の支払い等に使われる貨幣を通貨として、

通貨を日本銀行券、補助貨幣、当座性預金などとしている。円を、計算貨幣として、貨幣

に計算貨幣と通貨があるという説明を行っている。

2経済学的には価値が時間選好率分だけ毎期減価していると考えることもできる。こ
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れはタイム・ダラーに代表される時間預託制度についても同様で、個人の効用関数に

おいて時間選好率がゼロという特殊な場合を除けば、自動的に価値が目減りしていく

仕組みが内包されたものと考えることができる。もちろんこれは国家が発行する通貨

についても同様なことがいえる。

3アメリカのフリー・バンキングの効果については、Rocko茄（1974）やRo1nick（1983）といっ

た実証分析が存在する。

4中華民国における軍閥や地方政府による通貨発行の例などがある。

5Hayek（1978）による貨幣発行自由中論があり、Vaube1（1986）、White（1989）、Yeager（1983）

などによって議論がなされている。また、Ra㎞（1989）による東欧への私的通貨導入の主張

なども存在する。

6あべ・泉（2000）によれば、ドイツでは、1931年、オーストリアでは1933年に、アメリカ

でも1933年に地域通貨が桑止されている。

7地域通貨の法的な側面を含め発行者と銀行の関係等を検討しているものとして
So1omon（1996）がある。

8経済のグローバライゼーションに対抗する地域通貨（岨TS）という観点から地域通貨を
分析したものとして、Paci㎝e（1997b，1999）がある。

9このほかに地域通貨を分類し分析したものとして泉（2001）があるが、通貨発行利益の分

配という視点は無く、地域通貨の分類例として、ここでは西部（2000）を取り上げた。

10
n域通貨導入によって地域振興が促進されたか否かについて分析するためには、地域の

活性化に関する指標や統計が必要であるが、現状では統計の整備が行われておらず、困難
である。海外においては、uヨTSに関してPaci㎝e（1997a，b）やWi11iams（1996b，c）といった、

イギリスにおいて地域通貨が地域コミュニティーに与えた効果を分析した研究や、

Peacock（2000）やWi11iams（ユ996a）のような地域の失業に与えた効果を分析した例もある。

l1
kETSの地理的分布を分析した此e（1996）や、地域通貨への参加の動機について訊ねてい

るCa1dwe11（2000）の研究が比較的本研究に近いものと思われる。
i2

沒｢中のものとしては、福島県会澤若松市の「会」や神奈川県大和市の『L0VEs」な
どが上げられる。

13
ｲ査方法に関連して、編集委員よりデータの検索方法及ぴ再現性についてコメントを頂

いたが、本研究では、メタ検索のぺ一ジである、検索デスク（幽）で『地
域通貨」および「エコマネー」をキーとして検索し、さらにリンクされているホーム・ぺ一

ジを検索するという方法で地域通貨を調査した。これに加えて、丸山・森野（2001）による

情報・日本の地域通貨（w㎜3．Pla1孔。岬ノm動apa呵P．htm1）やゲゼル研究会（地）
のホーム・ぺ一ジの情報が有益であった。検索のホーム・ぺ一ジであるYAH00にも地域
通貨のインデックスがある。

（wwahoo．oo．’s㏄ia1sci㎝ceecommicscuπenc ocalcmenc sstems）

 データの再現性については、ホーム・ぺ一ジの情報はほぼ毎日のように更新されており、

調査時点である2001年の9月～1O月の時点に戻らなければ完全なデータを再現すること
は不可能と思われる。そのため、付表1に本研究で用いた狭義の地域通貨の一覧を載せて
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いる。後述する日経産業消費研究所（2002）の調査と異なるものも多いが、調査時点以降に

廃止あるいは実験終了となったり、調査時点で導入に関して準備中であったものや単なる

研究会であったものが、その後、地域通貨を導入したためである。

14 ｳわやか福祉財団（2000）や、さわやか福祉財団の発行する月刊誌『さあ、言おう』の

各号におげるふれあい切符採用団体のリスト、こツポン・アクティブライフ・クラブ発行の

『アクティブらいふ』の記事を参考にした。

15厳密にはエコマネーにはL E T S方式や時間預託も含まれると考えられるが、本研究で

L E T S方式と時間預託を除く地域通貨をエコマネーと1呼ぶことにする。
16

t表1にあるように、東京都の「r（アール）」と大阪府の「かま」が通帳と紙幣を併用し

ている。

17
{研究では、計量分析をするためにある程度のサンプル数を確保するといった観点を優

先したため、2種類の地域通貨への分類のみに焦点を絞って分析を行った。西部（2000）や泉

（2001）などが取り上げている、地域通貨の機能や形態に基づく一般的な分類と調査した地

域通貨の対応関係や細かな分類ごとの計量分析については、現時点ではサンブルが少なく

厳しいと判断した。この点について原論文投稿時にレフェリーより指摘を受けたことを記
して感謝いたします。

18田中（1996）の上げている支部のリストおよび、『さあ、言おう』の各号におけるふれ

あい切符採用団体のリストをもとにしている。

19
{ランティア労力ネットワーク（ボランティア労力銀行改め）の支部一覧

（幽）を参考にした。
20

坙{ケアシステムより直接、全国まごころサービスネットのセンター所在地一覧をいた
だいた。

21ニッポン・アクティブライフ・クラブ発行の『アクティブらいふ』2001年．1O月10日号を

参考にしている。

22
{稿改訂時に日経産業消費研究所（2002）が全国140箇所の地域通貨をレポートしている

が、この中には準備段階のものや調査時点以降に実験が開始されたものを含んでいる。こ

れらの地域通貨を整理すると、ほぼ本研究で調査した地域通貨に一致する。

23 {ランティア活動に関する先行研究としては、Smith（1994）や跡田・福重（2000）、福重

（1999）があり、生活協同組合活動に関しては福重・槍（200ユ）がある。山内（エg97）や福

重（1999）においては、この他に寄付金活動やボランティア貯金の決定要因についても分
析を行っている。

製ボランティア活動や生活協同組合活動への機会費用との対比で考えると、国家による通

貨と地域通貨を併用することによる、例えば通帳に記入する作業にかかるコストや集中発

行にかかわる管理コストなどの事務的費用に対する機会費用と考えることが出来る。

25野党をどのように定義するのかについては、国会における野党と地方議会における野党

という考え方ができる。本研究では、地方議会においては国会の与野党相乗りの政権が少

なくないため、国会における野党を野党と考え、国会議員数を説明変数の候補とした。
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26
?闌W数の計算は、TSPのマニュアル通り

。・．ト・・（〃

Var（y）＊VaI＝（ラ）

と計算している（H汕舳㎜1，1111）。

27 ｭい与党支持に対抗する一部の住民による地域通貨活動という可能性も考えられたが、

都道府県レベルでのデータに基づく本研究の実証分析では野党支持が強いところで地域通

貨が盛んであるという結果となった。この点については、市町村レベルのデータにおける

分析など、詳細な分析が必要であろう。この点について原論文投稿時に指摘をいただいた

レフェリーに感謝いたします。
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第3次産業従事青
商店販売額

≡住民基本台帳人口       1住民基本台帳人口要覧      ・1999年

…可住地面積          j全国都道府県市区町村別面積調  2000年
1平均消費者物価地域差指数（総合）≡（総務庁統計局）        ＝1999年

；個人預貯金総額        1金融経済統計月報（日本銀行）  …2000年

               …就業構造基本調査       ≡1997年

               1国民審査結果調        ≡2000年
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   ．．＝q．p393Pβ．

   ．｛r争．フ5β）．．．．  （＝2，β91〕．．

   ．．＝2Jqg9与．．．．．

   ．．く＝’．z．q）．

    （．．睾P8）．．

   ．．＝3．3フ902

    ．（＝．侭q〕．．

   ．．．工．」．1．，仰．2）．．．．．． ．．（．2，1．睾3）．

   ．＝22．9293．  i2η畢｛．．．．

   q．0P7閑g43 」」」P．9q82β901」

   ．．．！．．．．4側一．．． ．（．、顯g）．≡

・ミ
?P；鵜「1二二．㍗；：；1二「㌻

   ．p．q1フ156． ．．．．   0二0203尋4

          ．＿．J＿2’製2工．，．．．．．、，，，

   ．．＝oβPq．…フ．．．

   ｛＝睾．μo〕．．．．．．．  ｛＝2ρ3フ〕．．

    （、、、、〕…欄11・・…1

           ．．．．O－9β6q．．．

   ．．邸9那．2．．．．．  2β3，螂

   一10フ．981       －108．682

≡章〕 利ヰ5㌻．干干停’一g有毒木牟で簑貯第一…有意で幸肩二とξ示す。．
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1表4変数の 計量…

単位     平均値 最小値  最大値 分散

所得        千億円     6383   1317  44655   61，638

第1次産業従事者  百万人     0090  0．027  0．277   0．002
1第2次産業従事者≡ 百万人   ミ＿．0・4551  0097：  1・712   0・174三
黛ξ玩匿葵従事著…㌻……言芳r…一… u而ボ∵…山新三ボ……万亙…………砺η…≡

、薗睨販売麗＿＿＿i億日＿＿＿＿ 30603＿＿＿7035＿174104 一説坦し
115歳表溝人口  1 千人  ≡÷ 398，745≡ 95－O00三1486，000－119452，194≡

75



5． の 的杜

の地域通 ネットワーク型地域通 広の地 通

小      ；c平均 1最大 小 ≡平均 1最大 …最小 …平均 最大

1人日 一36．1711
一6．6β事11螂281ミ   …一0．6061－O．6061   ・・lq岬1 2，346…   一’  一

一事理．1 12．600 8221611112〃1．
I

、12．3251 120，OlO1

一0，606…

黷P〃91…
一0．68ガ…何積． 一0．022

≡．．．． ．

一0．0681 、一Oで311 一㎝981

1物価格差

P賃金

  …n、的31  ≡’ 一〇．1021 欄11一 一q州1．．

一0，983…

@ …1
O．424 一1，286

．．

P

一 ■ ■ 一0，039．1．

n．1331
O．0001 一0．050 1． 一㎝041 0．1061

1所得
P鍋資産・≡劉次座業従事者

一 一 1 －n．197 1  －3．140 1  。． 一．一一≡ 一・・…

O，6421 4．4931 一〇．341…   …   ≡n・3591 5，654．1

O．6821 03991」．．一〇．1511 一3州1
≡1．．．．．

  、n，74β1  ≡ 一一 一0．03ぺ 一54061

5．3931    …P7，919，155．3331 ． 一 一 一 ・ ・

2瑚．1丁1岬刷q1 一β．134．1   … ．rβ，1βザ 一8．1841：第2次産業従事者≡第睾次産業従事者 36．1611 ■．8891   ・1 一8．8531 一33．3401

40．1441 一6．7701－27川61 一4，702．1．r22．320 1－121．5201 9，075…  … ■22〃1－2qq．7111

1商店販売額 一〇．8481 O．0261 53431 O．0461 O．2011 1．1431… 一0．1491． 0．2421 2．6211

：15歳未満人口 0．08ピ
11ポll；1；1，0．713 1   4，918 ミ ㎝321 一q．0321 一02611… O，052

1・
一〇．0311 一0．3291

1β5歳以上人口野凸…

㎝651
   …一〇．q031

一㎝091 一印351 P川1 一0．010 一〇．1031

0．0001    ≡黷O．6351 O．091： 4．3721 一〇．662… 0．300 5．9791
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付表1狭義の地域通貨一
県 通貨名 地域 方式 注意

一北海道’                     …   …

タル川… 山一一  …  …   ……  ………  ………皿…凹…
小穂市   …■』■■ …一一山 ■■… ■一…■一■」一1 一■■一■＾■，■一’一■ ’…… ■皿1、■一，■＾，一■ ■一…＾… u■ …』阯 ■一一一一■w 一一一一一＾一■一一一」’一一’十一一’ 一 ■■，一一…一、…… … ■皿

紙幣一…＾…■…

……■一■”＾1 ■一… 皿■■■山…………■一

札幌市
一   一 ＾  一皿一

、、．鴛碕＿．．＿

クリン 栗山町 ．．．．」」．抵腹一．。．．」

ガル 苫小牧市 ．這帳．．．

ブナーン 黒松内町   紙幣’。一… ．’一．．・一一…… ’一一・｛冊■冊…一一・・一・一・一＾・…’

fore
。■」…’’一■I…■’■皿…一■一’凹’’、’I｝’’   … … u 一 ■ … 一 一■ ■ ■ ■ 山 一 一 ■ ■ 』 ‘ ’ 肥 血■’1 ■l t… 一… ’ 一」… ■ 、 …

gESO（へそ）orフラン

下川町…叫………、■o阯……■……一■■一…山一一山’■一1一川」■■一皿…■…凹。山田’一…川…一■一……＾…■…，」…  通帳。…■■一…■阯’、一■一・一… ’■山一一……■…

…一’■■’■＾…’■一一’■一■一’■■■’’｝■’＾■一■■…凹■山■＾

富良募市 ．級晴．．．．

メルン 女満別町 ．通信

1■1■…一…＾凹’ 一’一■…山…』一

からっと…   …  …                              凹…      I   凹     一   〇   山         一  一     … 札繰市山 …… 一…一一…… ■■…■■阯■ ■■』■■■一」」一■■■■■■ 一■■■．一■… 一一■凹■  一山 一一1■■一I■一」… 一…1山」一…阯 一■1■…… ■■．阯 阯 ■■■’■’■■阯 …■■」■1一一’■｝ 」＾………
  通帳……一■一■■■■ 一一………一…一■■■’山

1宮城県 まちづくりチケット 仙台市 紙脂．．

boe（ビー） 仙台市 ．．．．．．．員帳．．．．．．．．

」山形県一■川… ■山0 ■一”…1■山 ■’■■■ 富岡市 一■一一’… 」、■一 ” ■■一1’…” 、一” 一｝I1 ■」一 一一一’山 ■■一1 ＾■｝一」山、■■ 阯 ■一皿■… 阯」’■o…一… … 凹 ■山■一■一 阯 一一…凹 一…田山

  抵器山 ……■一 … 凹 凹

…山｝ 一一＾阯 ■」山 ’■’一■1■o』 ■■＾一…一山■一…

一群馬県 ありがとう 高崎市
O一

紙奇、．．

1埼玉県 エツコロ さいたま市 ．．．．．紙晴」…．．．．

、千葉県 ピーナッツ 千葉市
＝w■阯’一一■1’’…o■皿一一一…｝，’’｝一一’■’’’’一

  通帳■■’．．一一一’■一一一■山 一、，  一一一＾ ＾一一……一…… 、“

エコ 木更淳市
一，   一…

上員帳＿＿

一東京都 COMO（コそ≡） 多摩ニュータウン ．．．．籔脂．．．．．．．．

クラブ 真京都 通帳．．．．

玉DENマネー 世田谷区玉川 」一．」一紙詰

阯 ■… ■｝■一一■■一■■…■一■■…＾…■，＾■■L一一、一一■＾一■

P神奈111県

r（アール）……………｝……＾皿…一■■…一山山川田■一■…L■阯山■…■｛1山1■’1－1■’＾一’， 渋谷区一＾…＾…山 一一一一■■1一山■山 ■’…一■一一山【山■一 、一’一一一一一一u 一一…＾一H＾o…一一…■…………一川■■………一山■■”…＾1 一■■一 紙幣＆通帳、一■一山■ 一■… 一…一一一一一一■…，、一 ■… ’山一一’ …

…一一■■…｝ ’｝■一、■■■、’■■■’■… 一一…一一■一I一一，…｛…｝一一」

えこ 横浜市神奈川区 紙崎．．．．

福（大福・中福・小福）
川崎市川崎区’■’ I■…｝■……＾ 一＾’ ’ 一一一u一］■■｝ ■■一＾一■一一一一

■一■’一■ 一一一｛一一■一一一一■■■一’■一一＾ ……

紙幣
＾．’、■＾＾・1 一．一’I一■．＾  ・一一・、＾・・1・一・一・…＾・…・一 、一’一

讐…                          ……  …    …   凹  凹      o山

産沢市書行
… … … … ’

紐帯
一…… …■■■山 一 ■■■… ’一 …一■’■■’’…一一’…’

レインボーリング 横須資市 ．通機．．

1富山県 キドキト 富山市 ．一一．」一般肢、」．．．

書たまご
富山市一一■阯’……凹………■■山■皿I＾…皿■…■■■■一一一一一一一一■一一一山■’肥，、‘凹“■山■山、■o一。，山’…＾、■，山一■■・…一…■■一一L一■，」一■一…■，…■＾一一……

  紙幣■… …■ 、山…  ■山一… 』…■■■…阯。■

■■…■…I…凹……」一四
高岡市一…＾   一」 …  』  L   一

、．．．．．級碕．

山梨県 福 北巨摩郡、長野県富士見町
．．

黶v．」進帳．．．．」」」．

｡山…一… ■一、一』 一 ■■一■一■’ ■■一＾…，H■一■山

G長穿県

r（アール）＾■一…■山一一一、■…一、■■L■■■，…■…■■■……■」■■■■■」」一■■W山■一“■一一I■■■■一■■■一■■■…一■■一皿■一■■」■、
  紙器…一 一一一一  一 一一 ■山一，■川■■凹■一

山一」…山 ■■一■一山 一一一一一…皿……■一■■■一一

い～な 伊那市 ，，紙脂、．

ずらあ 駒ケ根市 、．叙鼠．．．．．．．

ムトス（仮称） 飯田市 抵帝

ハートマネー
南安量郡’■一一…一一、… 一■■一一一一＾

紙庸…．．

ダニー。、一’阯…■■’…I■■■…■■’一山，，＾■＾■、■…u一一一一」一■’■■一1■■■■…■’一、’■一1’皿一■’一”■」’，■■■■o■，■■ 南信州（飯田市周辺、伊那谷南部地域）…舳一u■」…■…＾，一＾… 、一■一，……｝■一■凸凹舳……一山出…一■一．…山一山一’■… … ■……、、＾■■
 通機｝一…■，…■…、■，、■山。｝一一一I■■…一■…

……一■＾’。…■．■…■…山 一■一一一山’，■■一一・｝ ■

Yu 減肪郡原村（ハゲ岳） ．．租脂．．．．

位阜県 R（りよう） 多治見市 I紙幣

すまいる
大垣市…■■一 …■…■田山 ■■■■」■… 一』 ，■一■皿 ■■■一、一■■”1＾ 一＾’， ■■出■ 一＾■…■■■■■I■■“■…… ■■■■…■… ■■■■■一一…」■一 ■■■■’一一 ■阯」…一■… 一 一一■■■… ’ ■■■■……■’凹

 紙器’ …   ’  ’… ……

山■’凹 ■一■凹■■’ ■■一一山■■山 一… ’…阯」■■’■一 一一■■

1崎岡県 ECC 清水市 祇需．
ありがとうチケット 蟹田市・豊田町・竃洋町・福田町 ．．、紙庸…．．．．

＝愛知県一…1…一…… ■，… 阯 ■」■■’皿山■■’■阯

師暁町
  紙器■’」…一山…一 ｝’’山・■ ■…阯…」。■■■■■阯■…

時間着 長久町 通帳．．

レッツチタ 半田市・知多市 ．．．．通帳．．．．」．．、

な一も
■■ 一」■ ■一■山■■■U ■…… …■一■… 山1一■’一

O重県

隻古屋市 ＿＿級膿＿＿
大書（実験中） 三重県

．．．

?潤A、

bito 名張（伊質地方） ．．．．紙賭．．．．．、

ボート 四日市市 紙帝．

：滋賀県 おうみ
草津市…■＾一一一一』一一＾ 一 ■＾’一 一■ 十一一

一」 一一’一一■… ■■■■，■一、■

紙器、．．一

スマイル 身洲町
  紙幣…■’…■…一…一’ ・一’， ■ ’一■’ ’1■一 山」■一〇」…■■一■一一■■…

狭義の地域通貨一
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1京都府 仁（Jin）一＾■｝山一’1■山■一一■一一■・一一■1’一一一…■，、、w…一」」」」■一■川■…一」一皿皿皿11、一」■一■一一’一一山一，｝¶…■

京都市 、．．．＿紙肢＿＿

■皿…山一一一一一山一｝十…｝一…■ ■一■」■■＾一」…川

ハミー 京都市
B  一皿  一＾ 一，一

．一．リ連帳．．．．、

；大阪府 モモ 吹田市和町
．．．．．、．紙寮．．．．．．．．

かま…，…凹■・川…｝・’… o¶”’…一＾一…1，■■一一■…一・一’｝・・¶｝…、w■皿■皿一一＾…■■一一■■山’
大阪市西成区釜ヶ崎一一…一＾……川、・…■凹・…・。…一｝，………■一■■凹山一’■■■■■’1山1，■’”一・一■’・一・一・一一」」’・一…一｝、…一一・＾’“｝，■｝、…｝’一＾……、’L■I L一■’・一止■… 紙器＆通帳』……一一一¶■…’■一’ 一・一1一一’＾ 一＾凹

……’，．…。．…阯．…山…．…．・。…・一
；………一十’’一I…’山…’’………

1兵庫県 宝塚市
。一｝■’’’」」

紙肢一」

かもん 神戸市東灘区鴉子ヶ原
．．．．．．．紙碕一．一」」．．．

1山・……一一一………一一一

らく…凹■”■…■阯■■’■一■■一’凹，一一■…■…’…阯■…」■■■■一■■■■o“一L一’」’1、‘■
神戸市東遊区   ’……… 阯…■■…、……一一」一，■｝｝一、一一一■、、｝■ L■■■…山 ■｝一 」 ．■’ 」皿■一＾、皿I■一，，一■■… 一＾■…山｝、一…一皿

、一」睡丘＿
…凹……一’…………■■」■■■■山…■

アスク 神戸市長田区
  紙幣。’，■。一．一＾…一一…．。。。．・一… ・・’・一冊一・一＾＾■・■・・、

，．一、1一一■…■…＾＾＾。一・I．一■一．’＾、｝’＾｝……一’一■■

■ ■一」一…皿■■■…一」・■■…一。一，』」■’’……山，

RlVER一……●＾…、一…山一一”一’｝…一■一…，，■、…，＾一■■■■■■，■皿，■■、■■一一、」■＾■■…，■… ■，一■… 1… 1■…’，…
加古川市 ……■山川田…山一一・一●｝。｝，……。…’一L’’山一一川，■’一・，一」■＾■……一’㎞■’一’’川一一一一，山■一一・，川，，……」■｛一一L廿一’」’’’凹”、’＾一■一’■■■1山一’＾山  紙幣■＾………o……一 一，’・皿…■

1 ＾．．一…，＾■」ん一一一……＾………、’，”｝山一…廿一’

干姫 姫蕗市 ．．進帳．．．．

1．鼻握弘一． だがあ 松江市 紙蒜．、、、

≡岡山県．…’L一’阯…’…’’山一一…’’一…’’……■ 〈るくる川＾■一皿・…凹，1■■■，，■■・■■，一’一…＾、」｝、■■…o■…一■■■■■■…■■｝一一・一＾，■■■一■’■…｝■■■」」」＾一ん…一｝■ 津山市…山…，一＾、・｝・……・…一，・・■・川・・一阯一皿■］。…一一。o・…，1……山，一・一・一’■…＾、…■皿■■■」皿u…，’Il一、一I■一一一一一，一…一＾」”■一｝一一一一’｝｝■■’止一、一＾、  紙幣■■1、凹」…山一』｝＾■■一■o’■■’■■一■’，…

…一一………■一■■皿、一一■一■’，■、…一」o■■…山■■■■■’■■■

ぶらん 岡山市
．．．．．．連帳．．．．

：山口県 わび一 山口市 ．．．、員恨＿

1億島県■……皿…一・＾，，■一」、一，■■’，…■■■，一一… あわあ一…L■……一■■一…山…■…、……■…“…L■一一…、……，■■■■皿…■I■■■一■一〇■■■■一一

阿波町
 紙諸一      川山                         川’       1

タイムダラー…山’，■■，■｝＾＾，■…＾、一一’■凹■■■■，，，”■■一山 一一一■’■■

一罰11県 せと 高松市 ．．．連帳．．．」

愛媛県 はねがい 久万町
．．．．撫脂．．．．．．．． タイムダラー

エコサービス券 里辻、蟻町＿＿＿＿＿．．、．．、．．、一」．＿＿＿＿．＿＿＿＿
  紙幣■＾一■…一山……一山  ■■一一… ＾｝■，…、…■

タイムダラー………阯……一皿一一…’一・山山■

わくわく ．．誕碕、、．

いまづ 松山市西垣生町
．．．．通帳．．．一．」」． タイムダラ・

となりぐみ 松山市 ＿．＿組肢二＿＿
タイムダラー……川I，o…■■、、’I，■■■…＾■■■■…■■■■■■山、，一’」一」一’

だんだん 関前村 、．．紙脂．．、．
タイムダラー    ■一一 一皿    一 ■

1高知県 エンバサ 高知市
．．．．．．．．紙暗」．」．．」．．

1福岡県 コール 大牟田市 ．．通帳．．

よかよか 福岡市博多区 通帳
＝佐賀県一一 」■山……，、…山■… BigLeaf舳…、一…一■一…，山＾凹」…■一………u…、，■…■■，，■…

富士町県民の森  ………・・皿…1・I…・皿…1・●・… ¶w・’’＾……山1…」一皿一…・・■…山■oo・■皿一…山・……■，一■■，■…■，■■…’■…”一…   紙幣一山…＾’…一＾……■……一1■■

一■■■■’■”一…＾…■凹■■■■…’・山………■■…＾、

長崎県 P（パール） 北松浦郡 ．．．．連帳．．．．

；大分県 河・ 湯布院町 通帳
   ■ 一■■I11■H一一一一一一一一一一一’一一」一 H

ﾟ鹿児島県 花子
川辺町、，■、…■，■■一一…・…■・。□■■・u……■■皿回L・・■一■■…山・1、｛。十一］」、’・■，’・一■■」｝一■■』』一■■一■■■■u■1一一，■’■，’・’■■■■■■■…u・皿‘＾一ん、’叫…｝■■■■■■■…■o■1■’一…1一・■一 ’

  通帳■…■｝…u＾一…一■＾■■■一…■■■■■…■■…一■■一一一1■’■・

｡一山一、…■■■｝，一皿一…’……」、■■”

A沖縄県 く名前はない＞ 座間味村 ．．．通帳．．．．．

YOM一（ヨミ〕 中頭郡 通帳

78



第5章 N P◎法人徴の予測と決定皇国に男する計量分析

 1． はじめに

  1gg8年にいわゆるNPo法案（特定非営利活動促進法案）が、交付、施行されて4年目

 となった。この法案によってNPOに法人格が付与されることとなり、その認証が所轄庁

 である内閣府（もとは経済企画庁）と都道府県によって行われてきた。認証数の総数は、

 毎年増加し、2002年6月末まで7364法人となっている（NPo法人データベースNPO

 広場website）。この7364法人は、各都道府県に分布しているが、その分布は面積当り

 や人口当たりで一定といった単純なものではなく、地域間での相違があり、長谷川（2001）

 の指摘にもあるように、特定の都道府県で多かったり少なかったりするように見える。こ

 の指摘を受けてSAWAMURA（2001）と澤村（2001）では、人口との高い相関関係が指摘さ

 ているが、人口当たりで見ても多い都道府県と少ない都道府県が存在し、人口以外の要因

㌔が認証数に影響を与えていることが考えられる。

  NP0法人の認証数がどのように決まるのかについては、長谷川の指摘する「自立的な市

 民意識の多寡」と対応していると考えられるが、では「自立的な市民意識の多寡」そのものは、

 どのような要因によって決定されるのであろうか。福重（1999．2002）や福重・槍（2001）

 が行ってきた家計によるフィランソロピー活動や、生活協同組合活動なども「自立的な市民

 意識の多寡」と関連した活動であり、NPO法人を作るという活動もこれらの活動と同様な

 要因によって決定されているのであろうか。本研究では、これら類似の先行研究の結果を

 踏まえ、NPO法人を作るという活動が、他の「自立的な市民意識の多寡」と関連する活動の

 決定要因と同様なものかそれとも異質なものかを計量経済学的な手法を用いて検討する。

  計量経済学的にこの問題を考えるに当たって重要なことは、NPo法人の認証自体が1999

 年にスタートしたばかりで，現在その数を急速に伸ばしている途中であることを認識する

 ことである。NPO法人の認証数の決定要因を現在の認証数から分析することも、もちろん

 重要であるが、NPO法人数が最終的に幾つぐらいになるのかを予測し、そのNPO法人数

 に対する各決定要因の影響の大きさが、各要因の本当の影響であろう。本研究では、まず

 NPO法人が今後どのように増加してゆくのかについてトレンドを使ったモデルで予測を

 行う。これは、認証が開始されてからまだ4年しか経っておらず、時系列でのデータも少

 なくその信頼性は低いが、現時点での可能な予測方法の一つとしてトレンド・モデルをフ

 ィツトさせることによる予測の試みである。本研究のもう一つの日的は、NP0の認証数を
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決定する要因について分析することである。本研究における接近方法は、先行研究を発展

させ，社会経済的な変数を用いた重回帰モデルを3年分プールした都道府県デタに適用

している。

 分析結果は、予測については、始まってまだ4年目であることから、モデルによって大

きく予測が異なり、今後の動向を注視することが重要であることが確認された。決定要因

については、先行研究で指摘された人口だけでなく，面積や地域の産業構造を含む経済的

要因や年齢構成が影響を与えていることが明らかとなった。

 本稿の構成は以下の通りである。次の2節では、トレンド・モデルを用いて認証数の予

測を行い、3節では、認証数の決定要因について分析を行う。最後に4節ではまとめと今

後の課題について述べる。

2． 認証数の予測

 NPO法人の認証数の予測を行うに当たって、まず1999年から2001年の3年間の各都道

府県での累積認証数の推移を見るために、全国平均値及び1999年と2001年の上位と下位

10県の平均値の推移をグラフにしたものが図1である1。図からは、1999年から2001年

にかけて認証数が加速度的に増加しているように見受けられる。しかしながら、この累積

認証数を対数変換すると、図2に示すように緩やかではあるが2㎝年で下方に屈折してい

るグラフとなる。これを認証数の伸び率の変化で確認すると、図3に示すように、いくつ

かの県を除いては、伸び率が減少していることがわかる。今後、更にこの伸び率の減少傾

向が続くのであれば、将来NPO法人数はその上限に達し、伸び率がゼロとなるかも知れ

ない。本研究では、このような予想のもとに、時間の逆数をトレンドとして持つトレンド・

モデルを用いて予測を行う。本来、このように上限を持つと予想される数量を予測するには、

ゴールドスタイン（1988）他で解説されるような成長曲線を当てはめるのが普通である狐

本研究の対象とするNPO法人数は時系列で3年分しかなく、複雑なモデルを適用するには

短すぎると判断したため、単純なトレンド・モデルを用いて予測することにした2．3年分

をプールした都道府県デ タには、各都道府県の違いを考慮して、都道府県ダミー変数を用

いて、

・・（…認証数）一軌、、k・薯仰・（i）・1
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さらにトレンドの近似を高めるために時間の逆数の2次関数とした、

・・（㎜・認証数）一吐・ら、i占・恥・（i）・1

の2つのトレンド・モデルをフィットさせる。本研究では、前者を1次モデル、後者を2

次モデルと呼ぶこととする。これらのモデルの推計結果は妻1の通りである3。決定係数

から判断するとこれらのモデルの説明カは非常に高いが、対数尤度や刈Cによれば2次モ

デルの当てはまりが1次モデルよりもかなり高いことが分かる。

 推計されたモデルをもとに、1999年の認証数の全国平均34．2を1と基準化した場合、認

証数は最終的に1次モデルでは、7．8倍、2次モデルでは24．4倍となると予測される。2025

年までのモフ’ルによる予測値を指数変換しグラフにしたものが図4であるが、2025年には

1次モデルでは、約7．2倍に到達し、2次モデルでは約19石倍に達する。1999年から2001

年の3年聞の推計値は、図1と比較すれば2次モデルによる推計の方が現実の数値に近く、

また2次モデルの当てはまりも高いことから、2次：白デルによる予測の方が統計学的には

信頼できそうである。しかしながら、2次モデルが3時点のデータに2次関数を当てはめ

ているわけであるから、認証数の全国合計の推移については完全にフィットしており、推計

結果において決定係数が1から離れているのは、図3に示したように各都道府県で伸び率

の変化が異なることによる差異によるものであることに留意しなければならない。言換え

れば、2次モデルが過剰にフィットしている可能性もあり、どちらのモデルによる予測が

信頼できるかは、今後の認証数の変化によって事後的に判断せざるを得ない。2002年の予

測値の比較においても、1次モデルでは46倍程度なのに対し2次モデルでは6倍以上とな

っており、その予測値の差は急速に大きくなる傾向がある。従って、この二つのモデルのど

ちらがより信頼できるものであったかについては、ここ数年のうちに判断できるかも知れ

ない4。

3． 認証数の決定要因

前節では各都道府県聞でNP0法人の認証数の差異による影響についてダミー変数を用

いて除去したモデルによって予測を行っていた。この節では、ダミー変数ではなく、各都
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道府県の社会経済的な変数によって説明することを試みる。一般にパネル・データを分析

する場合には、各主体（都道府県）で年度ごとに変化する変数を用いて説明することが多

いが、本研究では、対象としているNPO法人の認証数が1999年からの3年間と最近時点

のデータであるため各都道府県の社会経済的な統計を充分入手することが出来ない。そこ

で、本研究では、以下のようにモデルを想定する。まずNPoの認証数はスタート時点で

各都道府県の社会経済的要因によって差異が生じ、以降は2次モデルに従って増加してい

くと考える。このような想定は、則節で用いたダミー変数で説明していた部分を各都道府

県の社会経済的な変数で説明するモデルであると考えられる。社会経済的な変数について

は、出来得る限り1999年時点の値を用いることにする。

 具体的な説明変数については、ボランティア活動や生活協同組合活動に関する先行研究

5を参考に、以下のような変数を説明変数の候補とする。第1には、認証数の多寡には都

道府県の面積や人口といった規模要因が影響を与えていると考えるのは自然であろう。本

研究では、面積として可住地面積を、人口として住民基本台帳人口を、規模要因を表す説

明変数の候補として採用する。第2の要因は資産・所得要因である。ボランティアや生活

協同組合活動の決定要因としても重要なものであり、都道府県の預貯金総額を金融資産、

一人当たりの県民分配所得の家計分を所得、労働者平均給与（男女総合）を賃金、特に男子

賃金を加えて説明変数の候補とした。金融資産は、経済的な規模を代理する変数として、

一人当たりではなく総額を用いている。第3は価格要因である。これは、物価の地域間格

差を反映するために地域の消費者物価指数を基に作成された物価格差（総合）と家賃格差

（物価格差の家賃）を説明変数の候補とした。第4の要因としては地域の産業構造の影響

が考えられる。商店等の自営業者の多寡がNPO法人数に影響を与える可能性があり、商

店販売額を説明変数の候補にした。このほか、地域の産業構造船を示すと考えられる、

第2次産業、第3次産業就業者数を説明変数の候補として採用する。第5の要因として人

口構成要因を取上げる。まず人口構成そのものではないが、家族形態の特徴を示すと考え

られる世帯員数を説明変数の候補とした。加えて、高齢者が保守的な反応をする可能性や、

若年者が多い地域でのボランティアの供給が多いこと、高齢者が多い地域ではボランティ

アに対する需要が高いこと、といった影響を捉えるため、15歳未満の人口と65歳以上の

人口比率を説明変数の候補としている。最後に第6の要因として政治要因として野党議貫

の数を取り上げる。これはNPOと地域の政治的な嗜矧こは関係がある可能性が高いとい

う予想に基づくものである。ここでは2000年の衆議院議員選挙における自由民主党・公明
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党・保守党の3与党議員を除いた議員数を野党議員としている6。以上の変数についてデ

ータの出所、観測年度をまとめたものが表2である。推計に当っては、比率を除く変数は

対数変換した後、2乗値までを説明変数の候補としている。分析に用いた各変数の単位と、

対数変換する前と後での最小値、最大値及ぴ平均値は表3に示している。

 以上の説明変数を用いてNPOの認証数を説明したモデルの推計結果は表4の通りであ

る。ここではすべての説明変数を用いた結果（フル・モデル）と、赤池の情報量基準（刈C）

を用いて変数を選択した結果について報告している。妻1の結果と比べると決定係数や、

尤度、刈Cともに当てはまりが悪くなっているのが分かるが、これは表1のモデルが地域

格差のすべてをダミー変数によって処理しているためであり、表4の推計結果の決定係数

がα95以上というのはパネル・データの分析結果としては、充分説明カが高いと判断すべ

きであろう。AICを最小化するモデルにおいて、家賃格差、商店販売額、世帯人員及ぴ野党

議員数が選択されなかったが、その他の変数については1乗値または2乗値、あるいはそ

の両方が選択されており、NPO法人の認証数については、様々な要因が複合的に影響して

いることを示す結果となった。個々の変数の影響については推計結果の表からは検討しに

くいため、妻3に示した各説明変数の範囲に対応した最小値、平均値、最大値における限

界的な効果について見たものが妻5である．ここでは対数変換されたNPO法人認証数に

対する効薬を示している。各変数に影響についてまとめると7、

・先行研究で高い相関が指摘された人口は、65歳以上人口とともに説明変数が取る範囲

 においては、一貫して正の効果を持つが、その効果は徐々に弱くなっている。これは、

 人口や65歳以上人口は、NPoの需要と供給の両面よりNPO法人を増加させる効果を

 持つが、限界的な効果は徐々に弱くなることの表れであろう。

・男子賃金も人口と同様な傾向を示す狐最大値に近づくとその符号が逆転し負となっ

 ている。これは、賃金の効果が徐々に大きくなることや所得の効果が常に正であるこ

 とを合わせて考えれば所得や賃金は基本的にNpOを増加させる要因ではあるが、特

 に男子賃金の上昇は、NPo活動の機会費用を増加させ、最大値に近づく水準では効果

 が負となることを示していると解釈できる。

・面積については、人口と同時に面積が増えるような規模の拡大を考えれば面積が人口
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拡大に伴う人口の限界的な効果の減少を緩和するように、その効果が負から正に変わ

っていると解釈できる。

といった解釈ができる。さらに、限界的な効果の符号やその変化から予想されるものとし

ては、

・第3次産業従事者数も、その限界的な効果は面積と同様の動きをするが、第2次産業従

 事者の効果が一貫して負であることもあわせて考えると、第1次産業従事者と第3次産

 業従事者が特に多い地域では、NPO法人の担い手あるいは需要者が多く、NPo法人に

 対して正の効果を持っているのではないだろうか。

・金融資産は、データの取る範囲で常に負の効果を持っている。これは、金融資産を多

 く所有すると考えられる中高年者の増加との関連が考えられる。高齢者そのものの増

 加はNPo法人数を増加させるが、比較的裕福な高齢者はNPO法人を必要とせず、また

 担い手ともならない、といった傾向があるのかもしれない。

・15歳未満人口の効果は、小さな子供を持つ若年層がNPo法人の担い手とならない、需

 要者にもならない、といった傾向を持っているのかもしれない。

・物価格差については常に正の効果を持っており、相対的に所得や賃金の低い地域にお

 いてNpo法人に対する需要が多いことを表していると解釈できるが。その理由につい

 ては、今後検討が必要である。

 以上の結果を、ボランティアや寄付行動について分析した福童（1999）、生協活動につい

て分析した福重・槍（2001）、地域通貨について研究して福重（2002）の結果との比較を簡単

にまとめると、

・寄付行動との比較では、所得や65歳以上の高齢者に比率が正の効果を持っているとい

 う共通点がある。
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・ボランティア活動とも、65歳以上人口比率が正の効果を持っているという共通点があ

 るが、金融資産はその方向が逆となっている。

・生活協同組合活動とは、金融資産と15歳未満人口が負、物価格差が正の効果を持っ点

 が共通であるが、賃金の持つ効果は逆である。

・地域通貨とは、人口と第3次産業従事者が正の効果を持つことは共通点であるが、金

 融資産や15歳未満人口の効果が逆方向であるといった点も見られる。

・NPO法人の認証数に対しては、生活協同組合活動や地域通貨で効果を持っていた政治

 要因が効果を持っていないという結果となっている。

といった点が指摘できる。もちろん個々の分析は、その分析方法やモデルが異なっている

ため、限界的な効果の比較がどの程度信頼できるものかについては慎重に対応しなければ

ならないが、全体制こは共通点もあるが異なっている点もあるという、結果と考えるべき

であろう。

4．まとめ

 本研究では、NPo法人の認証数について、トレンド・モデルによる予測と、各都道府県

の社会経済的要因を含んだ重回帰モデルによる、要因分析を行った。時間の逆数を用いた

トレンド・モデルによる予測では、まだ認証が始まって4年しか経っていないこともあり、

トレンドを1次とするのか2次の項まで含むのかによって大きく予測値が異なることが明

らかとなった。もちろん、3時点のデータに2次関数を当てはめる2次モデルのほうがフ

ィットは格段に良いが、当てばまりのみからどちらのモデルの予測カが高いかを判断する

のは危険であろう。認証数の予測については今後の推移を見てゆくことが重要である。認

証数の決定要因については、先行研究に示されたような都道府県の規模を表す説明変数だ

けでなく、資産・所得要因や地域の産業構造、人口構成などが影響していることが明らか

となった。類似の先行研究との比較においても、取上げた社会経済的な変数の効果は、ボ

ランティアや寄付行動、生活協同組合活動と共通の方向性を持つものも、そうでないもの

もあり、r自立的な市民意識の多寡」が、これらの活動に対して共通の効果を持つものとし
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て存在していると判断をすることは、本研究の結果からは難しいと考えられる。

 今後の課題としては、まずトレンド・モデルの信愚性についての検討が必要であろう．

本文及ぴ脚注でも述べたが、2002年以降の累積認証数についてモデルごとの予測は大きく

異なっているが、どちらのモデルが良いのかを検討するためには2＿3年のデータの蓄積

が必要があると考えられる。決定要因の分析に関連しては、まだトレンド・モデルよりも

関数の決定係数が低く、今後さらに説明変数の候補となる社会経済的な要因について検討

する必要があるであろう。
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注

1NPo法人データベースNPO広場（幽）により、設立年度ごとに
検索し、累積認証数を作った．厳密には廃止されたり統合されたNPOの存在によって、

各年度に認証されたNm法人教に対応していないことは注意が必要である．また、1999

年の上位10県（正確には10都道府県である）は、東京、大阪神奈川、北海道、福岡、干葉、

愛知、兵庫、京都、静岡、下位10県は、少ない方から大分、鹿児島、徳島、福井、香川、鳥取、和

歌山、富山、山梨、宮崎である。（ただし、富山県から下位12位までは同数であったため．2000

年のNPO法人数の多い石川と岐阜を外している。）2001年の上位10県ば東京、大阪神奈
川、北海道、干葉、福岡、兵庫、静岡、京都埼玉、下位10県は少ない方から鳥取．富山、徳島、

島弧山梨、佐賀、秋田、青森鹿児島、宮崎である。

2レフェリーより予測の有効性について示唆いただいたが、この分析は3年分しかデータ

が無いという厳しい状況において、どのように予測を行うことができるのかといった視点

からの分析であると考えられる。もちろん、予測の信頼度が高くないことについては、本文

中においても再三言及するが、本研究で行った予測は、予測をしないで予測値が全く無い状

況よりは、将来について何らかの情報を提供しているであろう。

3dmeは、1999年のデータでは1．2000年では2．2001年では3を取るトレンド変数であ

る。また1999年の大分県が他の都道府県に比べ極端にNPO法人数が少ないため、1999年

の大分県の影響を除くためにダミー変数を加えている。
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4本穐を改訂中に2002年度の全国の認証数が明らかになった。1999年を1とした場合に

は2002年末で5．16倍となっており、1次モデルと2次モデルの中間の値となっている。ど

ちらのモデルによる予測が適切であるかは、さらに2－3年のデータが必要であろう。

5ボランティア活動に関する先行研究としては、Smith（1994）や跡田・福重（2㎝）、福重（1999）

があり、生活協同組合活動に関しては福重・槍（2001）がある。山内（1997）や福重（1999）

においては、この他に寄付金活動やボランティア貯金の決定要因についても分析を行って

いる。ここでは地域通貨に関する福重（2002a）も参考にしている。

6野党をどのように定義するのかについては、国会における野党と地方議会における野党

という考え方ができる。本研究では、地方議会においては国会の与野党相乗りの政権が少

なくないため、国会における野党を野党と考え、国会議員教を説明変数の候補とした。

7本研究で推計しているモデルは、計量経済学において、一般に誘導形と呼ばれるもので

あり、その係数について需要側の要因によるものか供給側の要因によるものかを解釈する

ことについては限界があり、注意が必要である。この問題を解決するためには、NPO法人

に対する需要と供給を識別必要があり、この点については今後の課題としたい。
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図1NP0法人の累積認証数（実数）
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図2冊O法人の累積認証数（対数値）
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図3累積明証数の伸び率変化
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図4トレンドの比較
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表1 トレンド・モデルの推計結果

1次モデル 2次モデル

11／time

11／time2

一2．05133 一6．27791

3．08257
．．．．〈．．．．．．ε，335）．．．．

ヰ‡

1R2

自由度修正済みR2

対数尤度

O．963＝

9，368≡

44．31，6 ，

 O．9861

 0，979…

一68，616 －

84，308≡

1ホは有意水準5％で有意、納は1％で有意である二とを表す。都道府県ダミーの係数1ま省略した。1
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2データの出所…

データ          原データ名

面積      河住地面積

野党議員数   衆議院議席数に占める野党議員比率

資料名

1全国都道府県市区町村別面積調

一一

P賃金構造基本統計調養一一一

…商業統計表産業編
…就業構造基本調査

1就業構造基本調査

…玉民査 昌．

調査

1999年

1999年」

1999年
1999年

．岬g7年

1997年

2qgq年
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3’’の．、言量
単位 。’’数変換1 …平均値ミ最小直1 最大直1分 平均値   最小値   最大I旦

1NPO認証数」

1物価格差

1第2次産業従事者

165歳以上人口

野競員

 件   対数

 km2 1対数
 人   対数

 円
 円  1
全国＝1001対数
     対数
 億円  対数

比率 1

 比率

 人

 比’ 、

2．878151 0．69315…

7．617991 6．72503

6．10479≡

10．1944…

14．50558… 13．3277511 16．286741

11．56637… 10．38189；≡ 13．796271

一6．155771－6．758371－5．580021

1052711

0．36809…

O．632781

0．042091

12．79461 12．633571 13．11036＝0．008397…

13．005541 12．86767：

4．615511 4．567471≡

3．873661 3．580741

9．988831

13．2855：0．0074151

4．70863＝0．000797≡

4．60517
8．85865… 12．06741≡

0．320331 0．205531

0．596111 0．526791

1．042221 0．797671

0．151271 0．12554…

O．185551 0．120511≡

027998    0

O．0489371

0．591261

0．4115910．0025031

0．72366＝O．002281j

1．2067．O，0082511

0．199710．0001061

0．2434610．0008591

075 0049121

 34．191491

26榊85111     267531
2695446．8091    6140001 1．18370D＋071
         322701     9809461

㎝0216561㎝011611100037725≡
         3066821     4940361

         3875761     5885981

                110．91

30602．702131       7035…     1741041
     一’1一                         吾
     1                          一

   一一1
2．846831     2．220371     3．342441
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（＝，q明）．．．．．．．．．．．．．

         ．一．一ゆ爾．1－

          5ユ2。蔓9β．．．

          ｛．1．，フ身9〉．．．．．

（一．017〕

一シli・F1≠一．．

フル・モデル

 （一．120）

．．（＝2，9ββ）．．．．．．．

 ．（．」2，興4）

 （一．149〕

            （＝｛的リ．．．．．

 （．341）．．．．．．．．．．．．．．．

．（■．296）．

．＝P，59o螂一一一一

．（一4〃9）．．．

 （＝7．睾79）．．．

 3，073蔓草．．．．．．．．．．
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…表5各変数の限界的な効果

最小値1 平均値≡最大値1

1人口

嫁賃格差

野党議員数

一〇．3031

3，059，

一2．2691

0．686一

2，157’

7，881・

2，837≡

一2．9301

一16．1051

一21，479…

35．5121

一0．1291

2，416≡

一1．5621

0，686＝

2，184ミ

2．4701

2，837一

一0．232

0，686≡

一2，930≡

一5，022 ＝  15．370 1

一21，479 一 一21．479 1

35，166 ＝  34，858 ≡
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